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産業構造審議会 産業技術環境分科会 イノベーション小委員会 

議事録 

 

■ 日時：令和６年２月９日（金）13 時 00 分～15 時 00 分 

■ 場所：対面・オンライン開催（Teams） 

■ 出席者：梶原委員長、小柴委員、染谷委員、沼田委員、牧委員、水落委員 

（オンライン）小川委員、塩瀬委員、玉城委員 

プレゼンター 東京大学 FoundX 馬田隆明 ディレクター 

株式会社リバネス 丸幸弘 代表取締役 

■議題： 

１．イノベーション小委員会評価ワーキンググループの設置について 

２．イノベーション循環をめぐる現状と課題 

３．委員・有識者からのプレゼンテーション 

① 早稲田大学大学院経営管理研究科 牧兼充 准教授 

（イノベーション小委員会委員） 

② 東京大学 FoundX 馬田隆明 ディレクター 

③ 株式会社リバネス 丸幸弘 代表取締役 

 

■議事概要 

○梶原委員長 

定刻となりましたので、ただいまから第１回イノベーション小委員会を開催いたしま

す。委員の皆様におかれましては、御多忙のところ御出席をいただきまして、大変あり

がとうございます。早速ですが議事を進行してまいります。本日は、「イノベーション

環境をめぐる現状と課題」につきまして、委員の皆様に御議論いただくこととしており

ます。 

  開会に当たりまして、畠山産業技術環境局長から御挨拶をお願いいたします。 

 

○畠山局長 

日頃、大変お世話になっております。産業技術環境局長の畠山でございます。委員の

皆様におかれましては、御出席をいただきまして誠にありがとうございます。このイノ
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ベーション小委員会、会として第１回目ということで、去年も多々御議論させていただ

きましたが、さらに深掘りの議論をさせていただければと思っております。 

  今、日本経済全体で申し上げますと、賃上げあるいは投資が30年ぶりに高水準をマ

ークし、そういう意味では潮目の変化に差しかかっていると認識をしております。こう

した兆しをしっかり捉えて、コストカット型経済を投資も賃金も物価も上がる、そうい

う成長型経済にしていかなければいけない。これをどう実現していくのかということが

課題になっているわけです。 

  一方で、今申し上げたことは全くそうなのですが、投資をする対象が国内になければ

いけませんし、賃金を上げるための成長をしっかりと確保しなければいけないというこ

とを考えると、要するに成長型の経済に変えていく。それをしかもサステーナブルに実

現をしていくためには、研究開発をしっかりと行い、それで日本に魅力ある投資先をつ

くり、その上で、その研究したものの成果をしっかりと実装し事業化をしていかなけれ

ばいけない、こういうことだと思っておりまして、こうした取組をどう進めるかについ

て、この委員会でぜひ御議論をいただければと思います。 

  事務局の資料にもありますけれども、今、足元では過去15年、日本の研究開発投資

は伸びていません。先進諸国の中でそんな国は日本ぐらいであります。それから実装、

事業化のところも必ずしもうまくいっていないと、こういう課題が相当あります。そこ

に私としては相当危機感を持っておりまして、これをどう展開をし、研究開発から事業

化に至る一連のプロセスを進めていって成長に結びつけていけるか、こういうことを政

策的にも検討してまいりたいと思いますので、何卒よろしくお願いを申し上げます。 

 私からは以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。それでは、議事に先立ちまして、事務局から委員の出欠の

紹介などをお願いいたします。 

 

○畑田総務課長 

事務局でございます。本日の小委員会は、対面及びオンラインでのハイブリッドとい

う形で開催させていただいております。会議の一般傍聴については、YouTubeにてこの

模様をライブ配信させていただいております。また本日は、会場にて梶原委員長のほか、
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小柴委員、染谷委員、沼田委員、牧委員、水落委員に御参加をいただいていまして、オ

ンラインで塩瀬委員と玉城委員に御参加をいただいております。また、玉城委員は所用

により途中退席、また小川委員におかれましては、途中からオンラインで参加をいただ

けるものと伺っております。このため、定足数・過半数には達しておりますことを報告

させていただきます。以上でございます。 

 

○梶原委員長  

  ありがとうございました。なお、本小委員会の議論に資するよう、オブザーバーとし

て産総研の片岡理事、ＮＥＤＯの斎藤理事長、ＮＩＴＥの紺野理事にもオンラインにて

御参加いただいております。 

  また、今回はプレゼンターとして、会場に東京大学FoundXの馬田ディレクター、ま

たオンラインにて、株式会社リバネスの丸代表取締役にも御参加いただきます。なお、

丸代表取締役におかれましては、途中から参加されると伺っております。 

  次に、配布資料の確認をお願いいたします。 

 

○畑田総務課長 

  配布資料を確認させていただきます。お手元机の上に、座席表に続きまして名簿、議

事次第、評価ワーキンググループについてが１、２、３までとありまして、次に、とじ

たもので資料４、その後、委員のみですが別添１と２、その後プレゼン資料で５、６、

７と続いております。もし不手際・不備がございましたらお知らせください。また、オ

ンラインで参加いただいている委員の方におかれましては、会議中もし不具合がありま

したら、チャットで事務局宛てにお知らせをいただければと思います。本日の議事・審

議について、会議資料、会議終了後の議事要旨などは、経済産業省のホームページで掲

載をさせていただくこととしております。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。それでは、本日の議題に入りたいと思います。「イノベー

ション小委員会評価ワーキンググループの設置について」、事務局から説明をお願いい

たします。大隅課長、よろしくお願いいたします。 
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○大隅研究開発課長 

 研究開発課長の大隅でございます。評価ワーキンググループの設置について御説明を

させていただきます。 

  国が研究開発事業を実施する場合におきましては、内閣総理大臣決定でございます

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」に基づきまして、各省が研究開発評価を行う

こととしてございます。当省では、当該指針等に基づき策定しております「経済産業省

研究開発評価指針」により、研究開発事業の評価を行ってございます。今回設置を御審

議いただく評価ワーキンググループにつきましては、この研究開発評価を審議する場と

して設置をしたいと考えているものでございまして、主な審議事項は資料３に記載のと

おりでございます。 

  なお、この評価ワーキンググループにつきましては、研究開発・イノベーション小委

員会の下部組織として設置されておりましたが、研究開発・イノベーション小委員会の

廃止に伴って現在廃止をされている状態でございまして、この第１回のイノベーション

小委員会の中で、イノベーション小委員会の下での設置をお諮りしたいということでご

ざいます。私からの説明は以上でございます。よろしくお願いいたします。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。 

 小委員会の下に評価ワーキンググループを設置するということにつきまして、問題がな

ければ了承したいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

  （「異議なし」の声あり） 

  ありがとうございます。それでは、そのようにさせていただきます。 

  次に、「イノベーション循環をめぐる現状と課題」について、事務局から説明をして

もらいます。 

 

○畑田総務課長 

産業技術総務課長の畑田でございます。資料４の前に、別添１と委員限りで配布させ

ていただいているものをまず御覧いただきまして、去年の６月に小委員会でとりまとめ

いただいたものに基づいて、その後の進捗をまず御紹介したいと思います。 

  表紙の次、お手元のスライド２ページを見ていただきますと、まとめていただいた６
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本の柱がありますが、これに沿って掻い摘まんでで申し上げたいと思います。１つ目の

スタートアップ・ファーストの関係ですと、スライドの３ページを見ていただければと

思いますが、ディープテック・スタートアップの支援事業について、ＧＸ分野の支援を

拡大したりということに今取り組んでおります。 

  ２ページに戻りまして柱の２つ目、知的資本の創造では、スライドの８ページに詳細

はございますが、イノベーションボックスと呼んでいました。今はイノベーション拠点

税制と呼んでいますが、知財から生じる所得に減税措置を適用する、これを６年度の税

制改正で創設をしております。中身は８ページのほうに書いております。 

  柱の３つ目で、挑戦と失敗を増やすということを言っていただいたわけですが、それ

の実例としましては、スライドの11ページに詳しく書いてありますとおり、懸賞金型

の研究開発というのを進めていまして、もともと試行的にやっていたものですが、平成

６年度からは上限の金額についての解除、撤廃して本格的に進めるようにしております。 

  また、４つ目の柱で市場創造に集中的に支援するという柱がありましたが、それはス

ライドで言いますと12ページにありますとおり、研究開発事業で標準化戦略の検討と

か体制整備について経営者のコミットを求めるということを、ＧＩ基金などからそのほ

かの研究開発事業一般にも同様の取組を拡大するという動きをしていまして、各社でも

ＣＳＯ（チーフ・ストラテジー・オフィサー）の設置とか社内検討の体制というのが整

ってきているというふうに承知をしております。 

  柱の５つ目のミッション志向型の関係で言いますと、スライドの20ページになりま

すがＧＸ推進戦略、これは閣議決定したものがあり、これに基づきまして、投資促進策

として年末に分野別投資戦略をとりまとめて、その下でグリーンイノベーション基金と

か、あるいは生産量・販売量に応じた税額措置、新しい税制を講ずるなどによって投資

促進を図っているということでございます。 

  最後、６番目の国家戦略としての計算基盤につきましては、23ページにございます

が、これも例として産総研所有のＡＩスパコン、ＡＢＣＩと呼んでおりますが、これの

拡充に補正予算で取り組んでおりまして、計算資源のレイヤーの研究開発などにこれを

活用していくということにしております。 

  こういうことにこれまで取り組んでまいりましたけれども、現時点の現状と課題認識

という意味では、資料４のほうにお戻りをいただければと思います。スライドの３ペー

ジからが中身になりますが、まず研究開発の量の伸び悩みということでございまして、
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日本での研究開発の投資の量が伸び悩んでおると。売上高比率でいうと約５％から変化

してなくて固定的だということは、これは右のグラフを見ていただくと、アメリカなど

とは対照的だということでございます。 

  次、スライド４になりますが、研究開発の内容についてです。10年前に行っていた

ものとの近似性というものを見ますと、日本企業において10年前と近似性が高いとい

うことが見て取れまして、新規分野の開拓のシーズになっていないんじゃないかという

ことを思わせたりする。また日本企業と違って、右側のグラフをよく見ますと、米国企

業などは、利益が出ていない企業ほど近似性の高くない研究開発をして新陳代謝を図っ

ているんじゃないかということが、もしかすると読み取れるんじゃないかと思ったりし

ております。 

  また、次のスライドの５ページにつきましては、研究開発投資がその５年後の付加価

値にどれだけ繋がっているというグラフですけれども、赤い線が日本でありまして、日

本企業の数字が顕著に大きく低下しているということであります。付加価値につながる

ような研究開発投資の質を高めることが重要だということを読み取るべきかなと思って

おります。 

  次の６ページのスライドですが、日本企業は利益をどういうふうに捻出をしてどこに

投資しているのかということの表れかと思いますが、既存事業のコストカットをして海

外投資に注力をしているということ。真ん中に、売上げ横ばいで営業利益は捻出と書い

てありますが、新規事業創出に向けた国内での大胆な投資ということは行われてこなか

ったのではないかということが読み取れると思います。 

  次は７ページに行きますが、ただし、畠山も申し上げましたが、潮目の変化も見られ

ているかなと思うところでございまして、30年間低迷を続けてきたところですが、今

年度を見れば国内投資は拡大をし始めていますし、また春闘も30年ぶりの高水準と。   

この変化を持続的な成長に繋げようと思いますと、賃上げとかその原資の確保が必要

であり、そのためにも、新たな需要は高付加価値分野への投資、高付加価値事業の創出

ということが必要なのではないかと考えております。 

  具体的には、次の８ページになりますが、これはまさに昨年おまとめいただいた絵で

す。新しい技術・アイデアが新しい価値につながり、それが市場創出につながっていく

と。その成功モデルが次なるイノベーションにも繋がっていくといった循環を起こすこ

とが重要なのではないかということでして、冒頭申した研究開発の量としては伸び悩ん
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でいるのは、こういう絵が日本として描けていないからではないかと思っております。 

  ９ページですけれども、それを実現していこうとするときに、国内研究開発費の９割

を占めている大企業、これが開発費の総額を増やしていくということと、新規事業には

チャレンジしやすいであろうスタートアップが新規開発投資の拡大を担っていくという

ことが重要でありまして、それぞれの特性の違いを理解した上で、研究開発投資の促進

や支援を行っていくといいのかなと思っております。といった認識の下で、次のページ

以降が御議論いただきたい事項ですが、11ページを御覧いただきますと、まず論点の

１（１）として、研究開発の量についてでございます。もちろん伸び悩んでいるのはな

ぜかということですし、また研究人材、博士含めて、これも伸びていないことをどう思

えばよいのか。 

  また、論点１（２）としては質的な向上で、新規性の高い分野で十分に投資が行われ

ていないのはなぜか。２つ目のポツですが、また個別に言えば、国を含むモメンタムの

下で取り組む必要があるようなフロンティア技術とか分野はないか。また、博士人材等

が今まで以上に活躍できるようにしたらいいのではないかというようなことが議論でき

ればと思っております。 

  また、次のページに続きますが、論点の２つ目の固まりとしましては、アイデアが価

値につながる事業化の加速ということでございまして、スタートアップが変革の担い手

となるには何が必要なのか。また、そのときに、大企業や大学にあるリソースを十分に

活用してそれを行うためにはどうしたらいいのかということも論点かと思いますし、最

後論点３は、研究開発の段階からの戦略的なルールメイキングということでございまし

て、事業化することへの確度、確からしさ、予見性を向上することで投資意欲を促進す

るためにはどうしたらいいのか、ということ。このような議論が賜れればと思っており

ます。 

  関連しまして、次の13ページになりますが、経済産業省ではイノベーションの推進、

スタートアップの創出などのための体制整備としまして、我々の産業技術環境局をイノ

ベーション・環境局と改称、組織変更と併せて改称することとしております。ここでい

ただきました議論をしっかり受け止めて、政策に反映していくための体制としてこうい

うことを考えております。 

  以降、次のページは、今申し上げたことの論点を絵にはめて全体を描いたということ

と、次のページは、このサイクルに当てはめると全体の数字が一覧できるようにしたも
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のでございます。私からは以上でございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。この後にプレゼンを３名の方からいただきますが、玉城委

員が途中で退席されると伺っておりますので、もしこのタイミングで何か御意見等ござ

いましたら、よろしくお願いいたします。いかがでしょうか。 

 

○玉城委員 

  よろしくお願いいたします。琉球大学とＨ２Ｌの玉城です。こちらで発言させてくだ

さい。 

  まず、論点１の（１）についてですが、博士人材の数や活用についてです。日本の博

士人材は、博士課程中のアカデミック以外との交流、就労が少ないことが少し伸び悩ん

でいる原因なのかなと思っております。例えば日本での経営者は、84％が学士卒、大

学院卒は15％にとどまっております。米国では学士卒が32％、大学院卒が67％になっ

ています。日本では博士人材の能力をビジネスシーンですぐに活用していくことが難し

く、できれば博士課程時点でインターンなり就労なりしながら、アカデミック以外との

交流機会を増やす策について検討できればというふうに思います。 

  もう一点、論点２についてなんですけれども、大企業のリソース活用によるスタート

アップの成長ペインの解消は、スタートアップ支援をして新規事業や企業を育てていく

ことに重きを置くのか、大企業を支援して新規事業を育てることに重きを置くのかで、

日本の制度や支援の在り方が大きく異なってくるかと思います。その点のどちらに重き

を置くのかを早期に決定していくことが重要なのではないかと伝えたいです。 

  特に、例えばなんですけれども、施設への対応やシェアリングサービスの活性化であ

ったりだとかスタートアップについては、大企業からの人材出向という意味では、出向

ではなく、本来であれば一時的なコンサルのほうがいいという場合もあります。単純な

大企業との人材流動であれば、スタートアップでの自立性のある業務執行に対して、人

材マッチングするのかどうか配慮しながら調整していく必要があり、先ほどお話ししま

したどこに重きを置くのか、スタートアップ支援に重きを置いて新規事業を育てるのか、

大企業を支援して新規事業を育てていくのか、そこで大きく策が異なってくるので、十

分に配慮しながら進行できればというふうに思います。私からは以上です。この時間、
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御配慮いただきありがとうございます。 

 

○梶原委員長 

  玉城委員、ありがとうございました。それでは、続きましてプレゼンテーションに移

りたいと思います。まず、「『イノベーション循環』加速化パッケージ」につきまして、

牧委員から説明をしていただきます。牧委員、よろしくお願いいたします。 

 

○牧委員 

  それでは、よろしくお願します。早稲田大学ビジネススクールの牧でございます。 

 ２ページへ行っていただいて、大前提として、今の日本のイノベーション政策は、ウィ

ンドウズ95のＯＳを搭載した古いコンピューターに最新のアプリケーションをインス

トールしているというような状況なんじゃないかと思っています。そうすると、イノベ

ーション循環の加速化のためにはＯＳ自体のアップデートが必要なんじゃないか。その

ＯＳに当たるものが何かというのを今日お話ししたいんですけれども、マインドセット

であったりインセンティブなアライメントであったり、見えないメカニズムというのが

あるんじゃないかということで、４つの課題についてお話しさせていただきます。 

 あえてチャレンジングな表現で４つの課題を書かせていただいていますが、次の３ペー

ジ、崩壊するアカデミアということで、アカデミアが今どうなっているのかということ

を最初にお話しします。 

  ４ページへ行っていただくと、大学を中心とした知識の需要と供給の４要素というの

が、学生が学びたいこと、大学の授業、教員の研究、企業が必要とすること、この４つ

があるとすると、過去の日本というと、日本の大企業がイノベーションの中核で、大学

とは補完関係だったので、この４つが割ときれいにアライメントしていましたと。それ

が、日本の大企業のイノベーション創出力の低下とともにこの４つがばらばらになって

いて、破綻しているのがアカデミアの現状だろうと思います。この状況なので、当然大

学における研究開発の質も量も低下せざるを得ないという状況がまずあります。 

  ６ページへ行っていただいて、もう一つマインドセットで重要なのが、日本の研究者

の２つのイノベーションのマインドセットがあるように思っていて、マインドセット

1.0というのは、日本の大企業に人材供給するために企業が求めるニーズを満たす人材

を育成し、紹介するハブでなくてはならないと。大企業のニーズを満たすような共同研
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究をするのが大学の役割だと。この時代は、比較的大学はPublish or Perish、つまり

論文を書くことにフォーカスしていましたと。 

  一方でマインドセット2.0というのは、大学の研究者は既存の大企業が思いつかない

ような新しい基盤技術を生み出さなくてはならなくて、既存の大企業というのは、ギャ

ップが広がっているので研究者自らスタートアップを起こし、新産業を起こさないとい

けないというマインドセットです。これはPublish or Perishだけではなくて、ディプ

ロイメントまで責任を持つというようなマインドセットであるとも言えるかと思います。 

 ７ページへ行っていただくと、マインドセット1.0のほうが、比較的上の年代のインタ

ーネット以前に研究者になった方が多くて、2.0がインターネット以後に研究者になっ

た人が多いわけですが、今の大学の年齢構成を見てくると、年々平均年齢が上がってい

っているわけですね。そうすると、これは未来の研究者のボリュームが減るという問題

がもちろんあるんですが、それ以上に古いマインドセットの再生産と増殖が行われてい

るということ、これが本質的な問題だろうと思っています。 

  ８ページ見ていただくと、大学で今起きていることというのは、イノベーションマイ

ンドセット1.0の研究者がマインドセット2.0の研究者の人材採用と昇進評価をしている

ということです。研究者というのは自分の価値基準で他者を評価しますので、自分が評

価されたことを同じように評価する。人は自分に似た人を高く評価するというバイアス

があるということですね。 

  10ページへ行っていただいて、研究開発投資の再考ということでいうと、アカデミ

アの構造のゆがみを解決しない限り、いくら大学に資金を投入しても、ベストなパフォ

ーマンスで活用されることはないだろうということです。それと米国の現象を見ている

と、スター・サイエンティストで、それなりの人数の人が最近、大学のテニアポジショ

ンを捨ててスタートアップに移籍するというケースが増え始めています。もしかしたら

日本の大学もこれと似たようなことが起きる可能性があって、今はまだそこまでいって

ないと思いますけど、そこを想定しないといけない。もしかしたら研究開発投資は、引

き続き大学も大事だとは思いますが、大学を取り巻くスタートアップに重心を移したほ

うが効果は高いんじゃないかということ。つまりマインドセット2.0の支援を直接出せ

るので。ただし、適切なインセンティブ設計は重要ではあると思っております。 

  11ページへ行っていただいて、もう一つ、競争的資金を考え直したほうがいいんじ

ゃないか。つまり、イノベーション政策の中での競争的資金の配分に、かなりの高い確
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率でアンコンシャスバイアスが発生しているんじゃないか。評価する側が自分の価値基

準で新しい研究プロポーザルを評価し、自分と似た人を高く評価するというバイアスが

多いわけです。アカデミアの今の状況は、世代もジェンダーも人種も偏っています。評

価者が偏っていれば、必ずアウトプットは偏るということです。そして、このバイアス

は再生産されて拡大する。 

  どうしてフロンティアのところが生まれてこないのかというのを考えたときに、評価

者にダイバーシティがなければ、当然新しいところ、挑戦にはお金がいかないという構

造になっているわけですね。これはある研究者に言われたんですが、分野にもよると思

いますが、科研費のプロポーザルを英語で書くと、日本語で書いた場合と比べて評価が

下がる感じがすると。評価する人が英語を読むのが少し面倒くさいので、ちゃんと読ま

ないみたいなことが無意識に発生しているんじゃないかと。研究の多様性が下がれば、

当然アウトプットも下がりますし、フロンティアの研究が理解されない構造に恐らくな

っているんだということです。 

  13ページに行っていただいて、例えばグーグルは、こういったアンコンシャスバイ

アスを排除するメカニズムを、人事にも全てのプロセスに入れているわけですね。イノ

ベーションでのそういうアンコンシャスバイアスは、仕組みで解決できるノウハウがた

くさんあるにもかかわらず、日本のイノベーションのエコシステムではほぼ行われてい

ないんじゃないかというふうに思います。特に一番問題なのは大学で、大学でそこがで

きなければ、エコシステム全体も変わっていかないだろうと。その悪影響がエコシステ

ムに広がっているんだろうと。この辺りは行動経済学の知見が相当進んでいて、もう一

つ気になっているのが、欧米の政府を見ていると、かなりイノベーション政策は行動経

済学の知見を活用しているのが現状だと思うんですが、日本ではあまり活用されていな

いということ。そこがイノベーションのＯＳがアップデートできていない根幹なんじゃ

ないかというように思います。 

  ２つ目、16ページに行っていただいて、ダイバーシティなきエコシステム。これは

１個目の大学の話から発展していくわけですが、18ページ御覧いただくと、ダイバー

シティとイノベーションの関係はジェンダーだけではないと。もちろんジェンダーは一

番最初に大事なものの一つですが、人種のダイバーシティの欠如も間違いなく大きな問

題であろうと思います。ダイバーシティの欠如は、社会的に正しくないだけではなくて、

イノベーションと健全な競争を阻害して、スタートアップ・エコシステムによい人材が
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流入しなくなっている要因の一つであることが本質的な問題です。このときにコンシャ

スバイアス、つまり自分が差別していることに気づいて意思決定している場合はまだま

しなんですけれども、アンコンシャスバイアスという、自分が差別していることに気づ

かずにいろいろな意思決定をしているということがあらゆるところで起きている、これ

が大きな問題であろうというふうに思います。 

  ちなみに19ページに行っていただいて、これは私昨年も使った図ですが、朝倉さん

のつくったスタートアップ・エコシステムのフライウィール仮説ということで、スター

トアップの質と量などを含めて循環していて、ＬＰの役割とかいろいろあるんですが、

真ん中にアニマル・スピリットという表現で、リスクに対する合理的判断力ということ

を彼は書いています。 

  アニマル・スピリットというのはもともとケインズが使った言葉ですけど、根拠のな

い自信みたいなものなんですが、成功する確率さえ分からないプロジェクトに挑戦する

というのは、自信過剰な人じゃないと無理なんだということが一般的にいわれる。恐ら

くそうですよね。成功した人は大体自信過剰な人が多いというふうに、一般的に経済行

動学の論文なんかでも実証されています。世の中には競争が大好きな人もいれば競争が

大嫌いな人もいて、実はこの競争が好きかどうかというのは、実証研究によると、ジェ

ンダーに差があったりとか、生まれ育ったところの文化、もしくはコミュニティなどの

影響を受けるというふうにいわれています。 

そして競争の強い好みがイノベーションの競争に勝ち残るための条件だとすると、バ

ックグラウンドによって特定の人のほうが有利にこのサイクルに入りやすくなっている

可能性があって、そこにダイバーシティをつくるということを最初から構造として埋め

込まなければ、プレーヤーが絶対に増えないという悪循環に既にはまっているんだろう

というふうに思います。これは大企業においても恐らく顕著で、人事採用のところでも

絶対起きているでしょうし、自分と似た人を採用してしまうということは必ず起きてい

ると思います。でも、自分と似た人を採用している限り、絶対に多様性は生まれないで

すし、フロンティアの研究につながることはないというスタートが成り立っていないと

いうことです。 

  21ページを御覧いただいて、これはいろいろと行動経済学の研究の知見も相当たま

っているので、機会の平等と無意識の偏見。例えば人事プロセスでどうやってアンコン

シャスバイアスを排除するか、かなりまとまっています。こういったものを参考にしな 
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がらいろいろなところで使っていくことが重要であろうということです。 

  ３番目へ行きます。25ページ。ギャップを埋めないディープテックのファイナンス

構造ということで、27ページに飛んでください。ベンチャーキャピタルのモデルが最

近大きく変わっていて、ディープテックのファイナンスの仕組みが変わっているという

ふうに思います。例えばボストンでいうとベンチャークリエーションモデル。つまりベ

ンチャー企業に投資するだけではなくて、ＶＣの中で人を雇ってベンチャー企業をつく

っていく。フラッグシップパイオニアリングが顕著で、モデルナなどがいた会社ですね。

創薬をやっている会社ですけれども、ベンチャーエコシステム事業全般ですけれども、

ＶＣが投資するシーズがあることが前提になっていて、日本は比較的人材の流動性が低

いので、こういうようなモデルを入れることのほうが現実的かもしれない。 

 28ページへ行っていただいて、このモデルがとても面白いと思うのは、Go/No Goの

プロセスの質が高いということです。日本は全般的にNo Goの判断が下手というところ

がある。一方、この仕組みでは質の高いサイエンティスト集団を内包していて、実現の

可能性の低いアイデアを早期にキルすることで評価されるという仕組みになっています。

重要なのは、いくら補助金を大学の研究室につけても、その研究者たちは自分たちの研

究費が継続する理由を探すだけで、キルするインセンティブは何もないわけですよね。

スタートアップも同様で、事業をやめるというよりも、続けられることを見つけるため

にしか予算を使わない。なのでゆがんでしまっていて、独立採算でやる仕組みじゃない

と難しいんじゃないかということです。 

  29ページに行っていただいて、これは去年も少し紹介しましたけど、時間が足りな

かった。上場ゴール問題の話で、スタートアップが上場した後に、大体その後数か月で

株価が大幅に下落していくという現象があって、我々それを論文に去年しているんです

んですけれども、上場後に株価が下がるスタートアップはどんなスタートアップかとい

うのを分析しています。これ、結構生々しいんですけど、幹事証券会社によって如実に

変わるんです、ＩＰＯのときの。 

  もう一個ポイントだけ、これは何かを確定的に申し上げるわけじゃないですが、大学

型のＶＣと企業のＣＶＣから投資を受けているスタートアップは、上場後の下落がより

大きいです。これはとても大事なポイントで、多分２つのメカニズムは違って、大学型

ＶＣは、ディープテックなので仕方ないというところがあって、そもそもそういう特性

などだと思います。一方ＣＶＣは、もしかしたら正しいところというか成長しないとこ
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ろに投資している可能性もあるかなと思っております。 

  次の31ページに行っていただいて、バイオ系のファイナンスでいうと、直近のＩＰ

Ｏを見てみると、上場時の時価総額などを見ると、大体試算すると資金調達可能額が

10～15億円程度ぐらいなんですよね。創薬でフェーズ２、３をやろうとすると30～100

億ぐらいそれぞれ必要で、１桁足りないんですよね。この段階でどうやってつないでい

くのかという資金調達の問題がありますし、32ページはユニコーン企業の評価額の話

で、ユニコーンをどう捉えるかはもう少し深く考えないといけないと思っていて、米国、

中国、評価額上位10位のスタートアップを見ています。グラフで平均調達額と評価額

を比べているんですね。 

  同じようにしたものを日本でやったのが33ページです。これを見ていただくと、日

本は上位５つないということで分析したときに、イニシャルを使っているんですが、日

本の企業の平均調達額は、評価額の大体８％ということなんですが、米国の22％と中

国の26％に比べるとかなり低い数字ではあるんです。これはいろいろなことを考えな

いといけなくて、つまりユニコーンが成長できるような状況に日本市場がなっていない

というのが１つ。それと、そもそもユニコーンになったほうがよかったのか、いろいろ

な形のエグジットがあり得た可能性もあって、この中で言うとPreferred Networksは

比較的資金調達も割と健全なんですけど、それ以外をどう捉えるかというところ。これ

はどうサポートしていくかも含めてですけど、単純にユニコーンをエグジットのゴール

にしましょうというのはやめましょうという話です。 

最後、迷走する大企業のオープン・イノベーションという話で、ＣＶＣの話をします。 

35ページです。大企業がフロンティアを生み出す最良の方法はスタートアップの連携

だと思ったときに、一番左から右まで事業会社が直接投資する場合と、ＣＶＣをつくる

場合と二人組合、つまり自分たちはノウハウがないから、プロに頼んでそこにＧＰにな

ってもらうという方式。そしてベンチャーキャピタルにＬＰとなる、このパターンがあ

るわけですよね。 

次のページへ行ってください。これで、どのパターンが、スタートアップがエグジ

ットの確率が高いか低いかを全部分析をしました。ただ、まだ暫定的な分析なのでエ

ビデンスレベルとしてはもうちょっと分析したいので、確定的には考えないでいただ

きたいんですけど、まず事業会社の本体投資エグジットの確率を上げる。金融機関の

本体投資はエグジットの確率を下げる。ＣＶＣは有意な結果が出ていないとか、二人
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組合、エグジットの確率を下げるとかいうようなことが何となくこれで出ていること

が１つと、もう一つ、これが最後のページになりますが、37ページです。 

二人組合という日本の独自のＶＣの仕組みをどう捉えるかなんですが、全てのファン

ドごとのＧＰが運営するファンドを設立面でグルーピングして、３年以内に同一ＧＰが

同じ会社にどのくらい投資しているかというのを調べると、二人組合ＧＰは有意に数が

多いんですね。同じ会社に複数のファンドで投資しています。正の相関があります。こ

れをシンディケーションと捉えるのか、複数ファンドを運用していることの利益相反と

して捉えるのかというのはとても大きな問題で、ここは日本のイノベーションのエコシ

ステムにおいてＶＣの投資がきちんと健全に回っていくためにとても重要なポイントな

のではないかというふうに思っております。 

 

○梶原委員長 

 ありがとうございました。刺激的でした。続きましては、「多様化するイノベーショ

ン政策」ということで、東京大学Foundxの馬田ディレクターより説明していただきま

す。馬田ディレクター、よろしくお願いいたします。 

 

○馬田ディレクター 

  御説明・御紹介に当たりまして、馬田と申します。スライドの枚数が多いので、少し

こちらで操作させていただければと思います。今日は「多様化するイノベーション政

策」ということで、イノベーション政策の私が把握している、特にクライメートテッ

ク・スタートアップを支援している中で把握している現状に関して、情報共有させてい

ただければというふうに思っております。 

  まず意識合わせとして、研究開発＝イノベーションというわけではないというところ

から始めます。両社が関わる部分は大きいと思いますが、全く一緒というわけではない

というところを、まずは強調させていただければと思っています。早稲田大学の清水先

生の「野性化するイノベーション」が、今回のタイトルの基にはなっているんですけれ

ども、その本からいうと、経済的な価値を生み出す新しい物事であるというのがイノベ

ーションの定義だったりします。またオスロマニュアルもイノベーションについては研

究開発とは少し違う定義をしているところです。いずれも「研究開発」という単語は入

っていません。なのでポイントとしては、技術を発明しても、どのように知財があって
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も、新しい科学的な発見であっても、それが経済的な価値にならなければイノベーショ

ンとは呼べないと。ある意味当然のことと言えば当然のことなんですけれども、ここか

らまずは始めさせていただければというふうに思っております。 

  例えば、これは参考なんですけれども、大学の研究は社会の生産性に寄与できていな

いのではないかというふうな全米経済研究所のレポートといいますか論文が最近出てい

ました。例えば、大学の研究は新規性がありますが、ただアイデアは特定の用途に合わ

せていく必要があって、生命科学以外は企業からの反応を生み出していないというふう

な傾向があるそうです。ただし大学での博士号の取得者に関しては、企業内部の発明や

研究意欲を高めるということで、そういう人材輩出として人材が企業にうまく行って、

企業の博士課程の人材が博士号を取って、人材がちゃんとアイデアを解釈して、咀嚼し

て、それを研究に、実装につなげていくことができるというのではないかというふうな

話があったりしました。大学の研究に意味がないというわけではなくて、あくまで経済

的な価値という観点で考えると、単独ではなかなか難しいというふうなところがあるの

かなと思っています。 

 という上で少しだけ整理をさせていただきますと、イノベーション政策いろいろある

かと思っております。政策目的もそうですし、どれだけの総量の資源を充てていくのか

もそうだと思います。配分も設計も選定も、審査なども含めた選定もそうですし、運用、

評価などもそうかと思いますが、その中で、例えばいろいろなことを考えていかなけれ

ばいけない。たとえば補助金に関しても、どう設計するのか、どういうところを選ぶの

かというところから、運用をどうやっていくのかというところを考えなきゃいけないと

いうふうなところがあります。今日は戦略に一番近いであろう配分についてお話しさせ

ていただこうと思います。 

  今回の主張としては、国のイノベーション活動における資源配分のリバランスをした

ほうがいいんじゃないか、イノベーション活動全体をポートフォリオとして捉えてリバ

ランスをしたほうがいいんじゃないかということです。じゃあ、そのリバランスをどう

すればよいのかを、幾つかの観点でお話しさせていただこうというふうに思っています。 

まず、「ＲＤＤ＆Ｄ」という言葉がございます。これはどういうことかというと、リ

サーチ、ディベロプメント、デモンストレーション、ディプロイメント、この頭文字を

取ったものがＲＤＤ＆Ｄと呼ばれていまして、ＤＯＥなどはこの「ＲＤＤ＆Ｄ」という

言葉を使っています。例えばＤＯＥのオフィス・オブ・テクノロジートランスファのと
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ころに関していうと、この図ではＤＯＥとしてはこんなことをやっていきますよと、Ｒ

ＤＤ＆Ｄでこういうふうな整理をしていますというふうな話をしています。コマーシャ

リゼーションとはこういう段階を経ていきますと。ＲＤＤ＆Ｄパイプラインとして捉え

て、それぞれの段階でいろいろと政策的な支援をしていこうという状況です。このトッ

プのジェニファーさんなどもディプロイ・ディプロイ・ディプロイと言っていて、特に

既存の技術に関してはどんどんディプロイしていくことで新しい経済価値が生まれてい

くんじゃないかというふうなスタンスを取っているのかなというふうに思っています。 

  従来のイノベーションは研究開発、Ｒ＆Ｄ、いわばサプライサイドが議論の中心だっ

たかと思います。ただ、今はそれに加えてサプライからデマンドサイドまで考えられて

いるということです。デマンドサイドでは、たとえば標準化なども含めたところが普及

に関わってくるところかと思いますけれども、そうしたところまで含めたイノベーショ

ン政策全体をきちんとフローとして考えていかなければいけないのかなというふうに思

っております。 

  その中で、どのプロセスにどう配分するのかというのが重要になってきている、とい

うことです。従来の研究開発よりもより実証や普及というふうなところに重きを置いた

ほうが、配分したほうがいい領域もあるのではないかと思います。領域によって全然違

うと思いますが、そういった領域もあるのではないかというふうなところを考え、領域

ごとにイノベーション活動の配分のリバランスをしたほうがいいのかなと思っています。 

  そういう意味で最近ですと、アメリカはＩＲＡなどを使って生産比例ベースで税額控

除を提供し、イノベーションを誘引しようと試みられています。これは日本も一部入っ

ていますけれども、それに加えて政府保証とか政府融資なども加えて、イノベーション

をどんどんと先に進めていこうというふうな政策が今走っているというふうな認識です。 

  また２つ目、供給と需要への資源配分の見直しというふうなところですけれども、供

給と需要、これがうまく循環していくことでイノベーションが生まれていくのかなと思

っています。最先端の需要を持つ顧客がいるところにこそ新しいイノベーションの研究

開発が必要とされて、そしてそれが新たな需要を生んで、さらにそれで研究開発が進ん

で循環していくという流れだと考えると、先ほどのＲＤＤ＆Ｄに加えて、やはりデマン

ドサイドの政策も必要になってくるのかなというふうに思っています。いかにいい需要

を創出するか、これがイノベーションを誘引する一つのポイントですと。 

  これに関しても、先ほどと同じ供給からサプライまで、サプライからデマンドまで全
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てを把握していくというふうなところで、需要に関しても、やはりイノベーションに寄

与する需要を生み出すこと自体がイノベーション政策として重要ではないかと考えてい

ます。例えば公共調達の活性化、特にグリーンプレミアムが乗ったような製品に関して

は公共調達をちゃんと使っていく。公共調達だけではなかなかうまくいかないので、民

間の誘引をしていくためにＡＭＣ、アドバンス・マーケット・コミットメントみたいな

仕組みを使う。カーボンリムーバル、ワクチンで使われている手法ですが、事前にこの

スペックを満たせば買いますよというふうなコミットメントをしておいて、それに対し

て、ある意味懸賞金に近いとは思うんですけれども、開発競争を行わせていくというふ

うな仕組みも需要側の政策としてあるかと思います。 

  また民間企業の需要創出においては、特にスタートアップ側の視点から非常に欲しい

ものとしてはレター・オブ・インテント、いわゆる購買意思表明、このスペックが達成

できれば買いますよというふうなコミットメントを需要サインとしてあらかじめ渡して

もらうことです。オフテイカーからＬＯＩを渡してもらうと、それをレバレッジして資

金調達というのもできますので、こうしたＬＯＩ、これに関しては別に契約でバインデ

ィングする必要はないとは思いますが、ＬＯＩについてのプラクティスが普及してくる

といろいろな形でできるのではないかなというふうに思っております。First Movers 

Coalitionも、これに近いある意味団体としてやっているのかなというふうに思ってい

ます。 

  あとはリスク配分の見直しという観点です。事業のリスクを考えるとき、技術リスク

と市場リスクの大きく２種あるのかなというふうに思っております。例えば技術リスク、

市場リスクで少し分けますと、こんな感じで縦軸・横軸になります。既存企業の皆様に

おいては、恐らく組織の構造上、イノベーターのジレンマなどともよく言われますが、

どうしてもリスクが取りづらいような組織のインセンティブ設計になりやすい。全ての

組織がそうではないと思いますが、なりやすい。取れるリスクが低くなりやすいので、

それに対して手を出しづらいハイリスクな領域が空きがちになってしまうと。そこに関

してスタートアップのような新しい組織、あるいは大企業からのスピンアウトをより優

遇していくようなことをやることによって、よりハイリスク・ハイリターンなリスクも

取りやすいような領域での研究開発あるいはイノベーションの活動が行われていくので

はないかというふうに思っています。 

  どちらがいいというわけではなくて、それをうまくリバランスしてポートフォリオと
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して組んでいく、ということです。例えばスタートアップに関して、イノベーション活

動に寄与する資源の総量の15％をきちっと配置するような、いわばバーベル戦略みた

いな手もあるかと思います。こうした全体の配分を意識していくというふうなところが

必要なのかなと思います。 

 ただ、これまで述べてきたことは、この数十年何度も言われてきたかと思いますので、

なぜうまくいっていなかったのかというと、やはり執行の問題がある程度あるのかなと

いうふうに個人的には思っています。 

  こうしたハイリスク・ハイリターンの投資とローリスク・ローリターンの投資や支援

を同じ組織がするのは、やはり組織的にはかなり難しいのではないかと思っています。

そう考えたときに、執行をどううまくやるかが課題になり、ＡＲＰＡ型の仕組みなんか

はうまくやっているのかなと思っています。ＤＡＲＰＡ、ＡＲＰＡ－Ｅに加えて、最近

ＡＲＰＡ－Ｈ、ヘルスケアのような領域ですね、ＡＲＰＡ－Ｉ、ＡｇＡＲＤＡ、農業系

もＡＲＰＡ系の組織をいっぱいつくっていますけど、やはりハイリスク・ハイリワード

型の補助を行う組織はある程度独立させてやっていく傾向にあるようです。 

  例えば、ＡＲＰＡ型のハイリワード型の施策としてＡＲＰＡ－Ｅがあり、ＡＲＰＡ－

ＥはＤＯＥの中でもすごく特殊な位置づけになっています。組織内でかなり独立した位

置づけになっていて、リスクが高過ぎてほかのプログラムの部局では扱えないようなイ

ノベーションの支援を独立した組織でやっていくという位置づけです。ある意味で、執

行段階まできちんと捉えた政策というものが行われているのかなというふうに思ってい

ます。実績としてはこんな感じになっています。なので、補助金の位置づけを明確にし

て、それに対する組織をきちんと分けて執行していくのが大事ではないかと思います。 

 そして補助金に関しても、これまで補助金の８割は成功するような期待値ではいけな

いように思っています。お金を出す側としてはどうしてもそうなっちゃいますが、そこ

は明確にしておく必要がある。８割は失敗するけれども２割はすごく大成功するような

リスクテイクができる補助金設計や、あるいは補助金の成功率ではかるのではなくて、

アップサイドの大きさではかるとか、複数のＰＭを立てて、ＰＭ同士を競わせるみたい

なインセンティブ設計も重要かなと思っています。これを端的にアメリカのＮＳＦなど

は、ＳＢＩＲ／ＳＴＴＲなどは自分たちをアメリカのシードファンドである、というふ

うに2015年にリブランドしています。どういうことかというと、やはりＶＣを意識し

て、私たちはシードファンドなんですと、ノーエクイティでリスクを取っていくファン
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ドなんです、というふうな立ち位置にしているのかなというふうに思っています。 

次に、事業規模に関してです。ここで書いてあるようにスタートアップと大企業、あ

るいは既存企業との役割分担という話なんですが、今現状、政府補助、政府からの補助

金、研究開発費はこんな感じになっていまして、政府の研究開発資金は全体の15％ぐ

らいです。ほかに比べても日本は民間が比較的強いような国になっております。では

国・政府の研究開発の支援をみたときにどういうことになっているかというと、日本は、

研究開発に対する補助金に近い直接的支援の分量といいますか、ＧＤＰ比は比較的低く

なっています。かわりに研究開発の税額控除などを含む間接的支援というものは高くな

っている状況です。しかも直接的支援というものに関して、いわゆる補助金に近いもの

だと思いますが、これは多くが大企業に向かっている、８割は大企業に向かっていると

いうふうな状況になっています。 

  一方、韓国などは、赤い色で49人以下のところが47.6％となっているように、明ら

かに直接費補助の行き先が違う。国によって、国が支援する研究開発主体は大企業なの

かスタートアップなのかみたいなところが結構変わってくるのかなというふうに思って

おります。 

  あと間接的支援に関しては税額控除ですが、日本はこれが非常に大きいです。ただ税

額控除に関しては、法人税を納めているところが被益するところなので、赤字のスター

トアップは比較的少ない。つまり、これらをまとめると、今現状の税制とか補助を見て

みますと、日本はスタートアップには研究開発はあまり期待しないというふうな国の設

計になっているのかなというふうに思っています。 

  一方で米国は、最近この辺りを改正してきているのかなというふうに思っておりまし

て、例えばＰＡＴＨ法というものを使うと、ペイロールタックスから税制控除、税とし

て引けるみたいな感じになっていますし、最近はＩＲＡですと、一定の要件を満たせば

税額控除の譲渡転売ができる。そのためのマーケットプレイスも最近できてきています

し、あるいは政府に対して税額控除分の直接請求、ダイレクトペイが可能になっていま

す。つまり赤字のスタートアップであっても税額控除を受益できる、法人税を差し引く

というわけではなくて、税額控除の枠自体をそのままお金にできるというふうな仕組み

になっています。 

  プラスして、それに対して雇用政策とひも付けて、特定の人の採用、雇用みたいな見

習い要件などを満たすことによって、税額控除が最大５倍になるような設計もしていて、
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こうした産業政策と雇用政策をひも付けてうまくやって、それで事業者側のある意味の

納得感、センスメイキングなども行っているのかなというふうに思っております。 

あと、そろそろ４分ぐらいになりますが、技術起点と市場起点の配分の見直しという

形です。これまで研究開発というものを考えてきたときに、技術を起点にして、市場と

してどこなのかというのを考えてきたのかなというふうに思っています。漸進的な技術

開発の場合は、これは十分効果的だというふうに思います。それにもし市場が小さけれ

ば、そこに投資しないという判断も簡単です。ただ一方で、全く新しい技術とか応用先

が見つからないという場合は、その応用先を探しにいく、いわゆる探索フェーズになっ

ていきます。この探索が起こったときに、先ほどディープテックのスタートアップとい

うふうな話もありましたけれども、その先の市場が小さいという場合はどうしても発生

してしまいます。ただ、探索自体は意味があるものなので、必ずしも失敗率で見る必要

はないとは思いますが、しかしこればかりだと、やはりイノベーションといいますか経

済的価値は生まれないのかなというふうに思っています。 

  一方で、市場起点やニーズ起点でギャップを埋めていく、ある意味市場起点で必要な

技術を獲得しにいく、あるいは必要な技術を開発するというふうなほうが、比較的成功

率は高まるのではないかなというふうに思っています。特に大学発ベンチャーは技術起

点になりがちですが、現状は１億円未満のところがどうしても多くなってしまっている

状況です。ですので、技術起点で考え過ぎるとマーケットになかなかたどり着かないと

いうことだと思っています。技術を起点にすると、需要側がなかなか見つからないです

し、一方で急成長事業をつくるときには必ずしも技術が必要ではない。もちろん技術が

必要な領域もあります。たとえば生命科学とかです。ただ最先端の技術が必要じゃない

けれど、最新のニーズに合わせた古い技術の追加技術開発は必要という場合に対して、

そこに対しての支援というものも必要なのかなというふうに思っております。あとシー

ズアウト型ですと、既存の研究者が優位過ぎてほかの人たちが入ってこないというふう

なことも聞いたりはしています。 

  なので提案としましては、市場起点型の研究開発補助金です。ここに市場がある。例

えばクライメイトグリーンみたいな感じで、ここに市場があって、ここの市場に対して

研究開発、技術のスペックがまだここだけ足りないから、ここに対して研究開発が必要

なんだというふうなもの。あるいは古い技術に対しても、今であればもしかしたら市場

があるかもしれない。例えば圧縮空気による蓄電とかは、一時、研究がある程度止まっ
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てしまいましたが、それをLDES(Long Dilation Energy Storage)のために必要であれ

ば、今またそれのために研究開発してもいいんじゃないかというふうな、そうした配分

も必要ではないかなというふうに思っています。 

  研究開発を技術に対する起点にするか、市場に対する起点にするかというふうなとこ

ろのリバランスというのも非常に大きいのかなと思っています。ただ一方で、これは領

域によります。創薬とかあるいは科学技術力自体が事業の競争優位性につながっていく

事業であれば、研究開発にお金を突っ込むべきかなというふうに思っています。技術起

点が重要なのか、市場起点で良いのかは領域によります。 

  最後に、計画と執行の配分の見直しというところです。これまでも恐らくこうしたイ

ノベーション政策に関しては同じようなことが言われてきたというふうに思っておりま

す。ただ、それが実行できなかったのはなぜなのかというと、それがいいものをつくっ

ても末端まで、執行までなかなかいかないというふうなところがあるのかなと思ってい

ます。組織の性質上、執行機関は、政策の成果ではなく、間違いなく計画を遂行するこ

とにどうしてもインセンティブが働いてしまいがちです。政策意図が執行の末端まで行

き届かないと、どんなにいい政策をつくっても、なかなかそれが効果を発揮しないのか

なというふうに思っております。 

  ですので、官側の皆さんに関しましても、予算、税制、規制といったような分かりや

すい政策みたいなところに加えて、やはり執行まで意図がきちんと伝わるような仕組み

の構築まで必要ではないかなと思っています。それが先ほど申し上げたハイリスクな執

行組織を独立させるというふうなところであったりとか、執行への裁量の増加のバラン

ス、リバランスであったり、ガイドラインの明確化、あるいは評価システムをきちんと

ハイリスク・ハイリワード型のものを評価できるような仕組みにてしていくといったよ

うな評価システムの構築というところも大事かなというふうに思っています。 

  それに加えて、運用、執行をどんどん大きくしていくとそれの負担が大きくなってき

ますので、運用をどう簡単にしていくのかというふうな観点も重要です。それには制裁

制度をある程度導入するというのもあり得るのかなと思っています。これは補助金を例

に取っていますが、補助金の運用を間違いなくやっていくのは非常に大変です。なので、

簡素化して、ただし何かエラーが起こったときに罰を大きくするみたいな、インセンテ

ィブのバランスのつけ方を変えて、そしてうまくやっていくというのが一つの方法かな

と思っています。 
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  これは深水弁護士によるものなんですけれども、こうした形でバランスが取れるんじ

ゃないかなというふうな案があります。補助金ではない領域ですが、制裁の大きさと監

視運用のコストのバランスが整ったりします。なので、ソフトウエアに関して機能要

件・非機能要件があるように、政策に関しても機能要件・非機能要件みたいな考え方を

導入して、非機能要件をより使いやすい政策にしていく、執行をよりやりやすいほうに

していくというふうなところをやっていく必要があるのかなと思っております。 

  ということで、最後、まとめになりますが、イノベーション活動のリバランスしてい

くことが大事ではないかというふうな話をさせていただきました。特にリスクが高い領

域、需要や市場側の政策の考え方、あるいは執行重視へのリバランスというふうなとこ

ろが今回のお話になっています。 

  最後になりますが、日本はこれまで供給が非常に過剰といいますか、供給目線が非常

に強かったのかなというふうに思っていますが、これからの日本は、労働力を含めて供

給の不足が想定されると思っています。一方で生活維持サービスに関する需要は高止ま

りしていくというふうに考えられますので、逆に言うと、イノベーションに関わる人材、

いわゆる労働力というものがより少なく、相対的に少なくなっていくことに個人的には

危機感を持っています。だから、そこに対して研究開発やイノベーションは大事なんで

すよというふうなものをきちんと世に伝えていく。そして、そこにある程度の一定の割

合を配分していく。アカデミアも大事ですし研究開発も大事ですというふうなことをき

ちんとやっていかないと、恐らくどんどんと生活維持サービスの人材需要の圧力といい

ますか、そちらに流れる人材の圧力に流されていって、どんどんとイノベーションに割

ける人材が少なくなっていくのではないかという危機感がありますので、ぜひ供給だけ

ではなくて需要側も見ていただけるとありがたいなというふうに思った次第です。以上

になります。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。本当に多面的な要素のところから、バランス・リバランス

の重要性を改めて認識させていただいたように思います。 

  本当に熱のある説明でございました。次は「世界を変えるビジネスは、たった１人の

『熱』から生まれる。」というタイトルでお話をしていただきます。リバネスの丸代表

取締役、よろしくお願いいたします。 
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○（株）リバネス・丸代表取締役 

  皆様、こんにちは。いろいろイノベーションの話をするときに、インセンティブの話

や制度設計の話をたくさんされていて、我々も活用させていただいております。私も一

企業家として仕事をしていますけれども、いろいろ調べた結果、世界を変えるビジネス

というのはたった１人の情熱から生まれていて、あまりに狂った情熱を持った人はイン

センティブのことを考えてないんですね。これからどういう日本にしていきたいか。小

さな国ですから、資源は人なんですよね。この人のところを、どうやってモチベーショ

ンコントロールからパッションドリブンに変えていくか、この制度設計というのが最も

これから重要になってくるだろうと考えております。 

  簡単に自己紹介ですけれども、修士２年にリバネスという会社をつくりました。当時

の大きな課題が、博士が余っている問題です。今日、博士が足りないと話されていまし

たが、当時は博士が余っていました。そのとき、僕言ったんです。今は余っているけど、

この博士たちをどんどん活用して、博士に進む人たちを増やしていって博士の活躍の場

をつくらないと、20年後には博士が少なくなるという課題が出ますよと。まさに今そ

の状態になっています。 

  私がリバネスをつくった後、その３年後にユーグレナという会社、出雲さんという後

輩と私が藻類の研究者だったので一緒にユーグレナという会社をつくりまして、無事、

東京大学発ベンチャーとして初めて時価総額約1,000億円の会社に至っております。 

  その後、ユーグレナとリバネスを使って、リアルテックホールディングスというベン

チャーキャピタルファンドもつくっています。ファンドのファの字も知らないところか

ら、世界を変えたいという情熱を持って、人をどうやったら支え抜くかを考えた結果、

実はシードマネーなどのお金も必要になってくるということで、結果としてリバネス、

ユーグレナ、リアルテックの３つをやるような人間になっております。 

  それ以外にも、先ほどベンチャークリエーションと牧さんが言っていましたが、70

社以上の会社をベンチャービルダーやクリエーションしており、僕自身もファウンダー

として一緒に会社をつくって活動をしています。 

  このベンチャーエコシステムをどうやってつくったか、テックプランターというディ

ープテックのベンチャーエコシステムを2014年からつくりました。この理由は、ユー

グレナの出雲さんと一緒に東大発・技術発ベンチャーをつくり、当時の東証マザーズ、
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今だとグロース市場に上場後、たくさんの大学の先生から聞かれました。ミドリムシで

なぜ上場できたんですか、社会課題をなぜ解決できたんですか、どうやったら自分たち

の技術が世の中に出るんですか、と。たくさんの問い合わせがリバネス、ユーグレナに

殺到しました。我々のところに相談に来るということは、一緒になって伴走する人がい

ない、ということを同時に気づいたわけです。これが2014年です。 

  当時、「ディープテック」という言葉はありませんでしたが、我々は、ディープイシ

ューを解決するテクノロジーの集合体のことをディープテックという話をしていました。

ユーグレナはローテクとハイテクの組合せで上場しましたから、そういうディープテッ

クのエコシステムをつくろうということで、このテックプランターをつくりました。

「熱」のある研究者をまず集めました。研究も好き、また自分のこの技術が世界を変え

るんだと信じている研究者です。それに加え、我々もモノや試作の製造しないといけな

かったので、町工場や中小企業を巻き込んだようなエコシステムをつくろうと仲間を集

めていった結果、独自のエコシステムとなり、テクノロジーのプランテーションシステ

ムという意味で、テックプランターというベンチャーエコシステムをつくらせていただ

きました。 

  このテックプランターというエコシステムが、東南アジア6カ国にも広がり、おかげ

さまでアジア最大のプラットフォームになっております。このテックプランターの中で

もディープテックベンチャー・オブ・ザ・イヤーという表彰制度もつくっておりまして、

今日午前中から実施しており、経済産業省の方も内閣府の方も見に来ていただいており

ますし、その中で今回表彰させていただいた一社は、僕が立ち上げから手伝ったispace

という宇宙ベンチャーです。彼らがまだＮＰＯだった頃から10年以上伴走させていた

だいて、もちろん投資もさせていただいて、無事、去年４月に上場しました。それで今

日の表彰式の次に先ほどまで若い宇宙テックのベンチャーたち5社を集めて議論してお

りました。 

  大学に足しげく通って、この７つの領域、ディープテックを含むアグリテック、バイ

オテック、フードテックやエコテックなどこういう分野別をやっています。皆さん勘違

いしている人もいますが、東大、京大がほぼ全てのベンチャーであると思っていらっし

ゃる方が多いかもしれないんですが、そんなことありません。今日授与した宇宙ベンチ

ャーは東北大学発、ファイバークレイズは岐阜大学発、ティアエクソという会社も神戸

大学発と実はほぼ地域の大学なんですね。 
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  お金がたくさんあるから、最先端があるからディープテックのベンチャーができるわ

けではないんです。熱量のある先生方が世界の課題解決を目指しているところ、そこに

実は新しいビジネスチャンスがあるということで、僕は国内12の地域でもテックプラ

ンターエコシステムを作ってきました。例えば、熊本や東北など大学発ベンチャーを促

すような仕組みづくりというのをやっています。これは2014年から始まり、来年で10

年になりますけれども、東南アジアも含めて合計3,000社以上のチームがここにエント

リーをし、このアラムナイも含めたベンチャー企業たちは700億円超のお金を公的資金

も含めて資金調達し、今５社のベンチャー企業が上場するに至っております。 

  なぜリバネスはこれができたのか。僕自身も起業家としてやりたかったのは、研究者

という生き方でした。大学の中で研究する研究者もいますが、その研究を社会につなげ

る研究者も必要ではないか。僕らは、サイエンスブリッジコミュニケーターという新し

い研究者が必要なんじゃないか、ということでつくったのがこのリバネスという会社で

す。一番最初にやったのが、この超異分野学会という学会の開催でした。実は分野を融

合させないと新しい技術は生まれない。バイオと工学の融合、もしくは宇宙技術の開発

に必要なＡＩの開発、これをしていかないと産業になるものはできない。この超異分野

学会は面白い先生方を集めてプロジェクト化をするということをずっとやっています。

テックプランターをやる前から、実は会社をつくるきっかけはこの超異分野学会であり、

学生のときにつくったこの学会が今大きく広がっています。 

  その中で面白いプロジェクトができてくると、リバネス研究費という研究費を熱い研

究者に配りました。1件たったの50万円ですけれども、何に使ってもいいというのを３

か月に１回、今も実施しています。これまで全体で1.7億円以上のお金を、知財は一切

我々要りませんという約束で研究者に配っています。 

  このように研究者とネットワークをつくりながら、熱い先生たちを探索し、この先生

方をテックプランターにいざなうというのが、我々のプラットフォームです。ではお金

を配れば新しいビジネスが生まれるのか、もしくは超異分野学会でいろいろな分野の先

生たちが介在すれば新しいプロジェクトが生まれるのか。答えはノーです。この先生方

やお金を手に入れた人たちをさらにどこかとつなげていかないと、新しい技術は事業化

されないんですね。このつなげる人というのが絶対に必要です。これをリバネスでは職

業にしました。つまり「サイエンスブリッジコミュニケーター」という新しい職業です。

今では世界中に130人以上のコミュニケーターが日々、イノベーションを起こすために



 

 

- 27 - 

研究と社会、この両方を理解しながらブリッジし、プロジェクトを促進し、お金を引っ

張り、そして我々がリーダーとなって研究や技術を世の中に出していくということをや

っております。 

  私もコミュニケーター第１号で仕事をさせていただいています。今は各国政府機関と

もブリッジしながら政策提言などもさせていただいておりますけれども、こういうよう

なブリッジコミュニケーターやリーダーがいなければ新しいビジネスというのは生まれ

てこない。これからもし国が何か新しい活動、仕組みをつくっていくならば、このコミ

ュニケーター的存在の職業というのが今後重要であるということをもっともっと伝えて

いかなければいけない。ベンチャーキャピタルはコミュニケーターではありません。一

緒に汗をかく、そのような職業が必要になってくるというふうに信じております。 

  今回、大企業とベンチャー企業の話ばかりだったので、少しだけこの日本をよくする

ための提言、僕が今年から始めようとしていることをお話しさせていただきたいと思い

ます。キーワードは「知識製造業」という新しい概念でございます。今年、大企業は増

収増益です。戦前から始まっている会社がほとんどだと思いますけれども、その大企業

もたった１人の「熱」からはじまり、そういう企業はどんなに環境変化があったとして

もちゃんと生き残れるようなＤＮＡが存在しております。ただし、日本の企業は99％

が中小企業なんですね。この中小企業を国としての政策、つまりベンチャー支援やベン

チャーエコシステムの中にもっと入れ込んでいかないといけない。100億円の中小企業

を1,000億にするのでも経済効果は高いわけです。なぜ今中小企業はつぶれているか。

あと２年でまたどんどんつぶれていきます。大企業は生き残る。このギャップをどうや

って埋めるか。製造業の会社とベンチャー企業と組ませて、知識と知識を組み合わせて

課題解決していく知識製造業の会社にすることで、売上100億円を1,000億円にしてい

く、こういう取り組みをこれからやっていかなければいけないんじゃないか。 

  事例として長谷虎紡績という会社は、知識製造業を掲げている会社でございます。

30年ぶりに設備投資をし、ベンチャー企業に出資をし、そのベンチャー企業とともに

商品開発をし、そして世の中の課題を解決に取り組んでいます。こういう行動をしてい

かなければ中小企業は生き残れないんだと、長谷虎紡績の長谷さんと僕はベンチャー企

業と組み知識製造業に変革しているところでございます。 

どんどん製造業を知識製造業にしていく。関東経済産業局と一緒に中小企業とスター

トアップをどんどんつなげて新しいビジネスの創出をしようというプロジェクトも始め
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させていただいております。ベンチャーエコシステムの中でユーグレナが成功した理由

は、石垣島にあった八重山殖産興業という中小企業とご一緒したのがスタートでござい

ます。その後大企業のも後半でかなりお世話になりましたが、前半戦は中小企業の力が

必要だったわけでございます。ここのエコシステムを強化することは、今後ベンチャー

エコシステム、ベンチャークリエーションに最も重要だと考えています。 

  そして、新たにこの中小企業とベンチャー企業を結ぶ知識製造業の集団をつくろうと

全国知識製造業会議というのを大田区とも連携して2024年４月12日に開催いたします。

ここで100社以上のベンチャー企業や中小企業が集まり、連携した事例をみんなでナレ

ッジシェアをしていって、中小企業×ベンチャーで世界を変えていくというような風潮

をつくっていきたいと考えております。ユーグレナの出雲さんも我々も知識製造業の会

社です。一番最初に中小企業とベンチャーで組んで知識製造業をした会社です、なんて

いう話をよくしてくれているんですけれども、このプログラムを走らせていきますので、

ぜひ興味のある方はこの現場に来ていただきたいと思っております。 

  「世界を変えるビジネスはたった１人の『熱』から生まれる。」と一番最初にお話し

しました。人をちゃんとトレーニングしていかなければいけない。イノベーションを創

出するには、個人の課題意識と熱意、これはクエスチョンとパッションと僕ら言ってい

ますけれども、それが新しい異なる知識のメンバーとミッションと組み合わされること

でイノベーションが起こる。これは、真ん中に書いてあるＱＰＭＩサイクルとい

い、”Q”クエスチョンとして問いを立て、”P”パッションとして情熱をもち、”M”ミッシ

ョンにしてメンバーをつのり、” Ｉ”イノベーションをうみだす。2014年に本にさせて

いただきました。このタイトルが「世界を変えるビジネスは、たった１人の『熱』から

生まれる。」でございます。今日、皆さま方にぜひ読んでいただきたいとともに、この

中で僕らが一番力を入れているのは「サイエンスブリッジコミュニケーター」という人

材育成のモデルをしっかりとつくり、大企業、中小企業、ベンチャー企業の皆様に、ど

うやったら世界を変える人材になれるのかという研修プログラムをつくり提供している

ところが一番の強みになっております。 

  我々の会社のビジョンは「科学技術の発展と地球貢献を実現する」であり、コアコン

ピタンスは「サイエンスとテクノロジーを分かりやすく伝える」です。今300名程度で

ございますけれども、日本のみならずシンガポール、マレーシア、フィリピン、ＵＫ、

アメリカにございます。 
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リバネスの事業はこの大きな4つのプロジェクトからなっていますが、今一番日本に

足りない概念が「応援をする」ということです。インセンティブ設計や、自分だけが豊

かになりたいという時代は終わりつつあるのではないか。みんなが各社を応援するとい

う考え方、この４つの応援というのがすごく社会で重要だと思っております。１つ目が

次世代の子供の応援です。アントレプレナー教育も含めて、これを応援していかなけれ

ば社会はよくならない。我々の会社は実験教室から始まった会社であり、祖業でござい

ます。２つ目、大学にいる大学生・大学院生、研究者の育成です。３つ目、研究開発を

応援するプロジェクトでございます。もちろん研究費だけではありません。様々なアド

バイスや考え方を提供することも応援の１個になります。そして４つ目、これが今日の

骨格だとは思いますが、ベンチャー企業の創業、新しい業をつくる。大手や中堅中小企

業も今までにない業としてマーケットのないところにマーケットをつくるので、創業と

いうのは起業とは違います。結果として今までにない産業が起こってくるわけでござい

ます。この創業に至るまでに教育、人材、研究という柱もこの4つ同時に考えていかな

いと、このエコシステムはバランスが取れません。 

  今日、ディープテックという話も出てきましたが、2019年にディープテックという

本も出させていただいていますので、何らかの参考になればいいかなと思っております。

御清聴ありがとうございました。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。以前、リバネスの井上浄様とお話しする機会があり、中等

教育のところに力を入れて取り組んでいらっしゃるのを知りました。その時も人が重要

という要素が印象的でした。ご説明大変ありがとうございました。 

 それでは、これから討議に移りたいと思います。発言のある方は、挙手制とさせてい

ただきますので、オンラインで参加の皆様はTeamsの挙手ボタンを、経産省で対面にお

いて参加の皆様は、その場で挙手あるいは札を立てていただく等でよろしくお願いいた

します。ハイブリットの開催ということですので、工夫しながら対応したいと思います

けれども、委員の皆様の御理解と御協力のほどお願いいたします。 

  それでは、いかがでしょうか。水落委員、お願いいたします。 

 

○水落委員 
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 委員の水落でございます。プレゼンでいろいろなキーワードが出たと思うんですね。

１つ、私が今日の答えはこれだなと思ったのが、馬田さんのプレゼンの46ページのポ

ートフォリオです。当たり前の絵に見えるんですけれども、ここにいろいろな意味がこ

もっていまして、牧委員がおっしゃったベンチャークリエーションモデルもここで語る

ことができる気がしたんですね。といいますのが、着目したのが「バーベル戦略的な配

分」というところでして、「バーベル戦略」って、投資でハイリスクとローリスクの組

合せとか長期債権と短期債権の組み合わせでもってポートフォリオを組む、ということ

だとすると、イノベーションの流れの0→1、１→10、10→100を図で言うと、0→1は

右上の方で、10→100が左下の方だと思うんですね。そうしたときに、いかに右上から

左下への流れを、この絵で言うとスタートアップから既存企業というか事業会社への流

れをいかにつくるか、というところも本当にポイントかなと思います。 

  私どものような事業会社に身を置く者が日々実感しているのが、確かに我々は10→

100はものすごく得意です。量産設備であったり、そういうのはいくらでもできます。

ところが正直、0→1は苦手です。一方のスタートアップにとっては、左下の10→100っ

て本当に難しいと思うんですね。こうなったら日本は極端に言うと、0→1はスタート

アップに任せて、事業会社はそれを受け取って10→100に徹するというか、事業会社は

どんどんスタートアップのＭ＆Ａをして10→100のところへ持ってくるところに責任を

持つのが、牧委員の言うところのＶＣによるベンチャーキャピタルクリエーションとあ

わせた、事業会社によるベンチャークリエーションだと思います。事業会社はどんどん

フォローオン投資をして、スタートアップから、彼らが生み出した0→1を受け継いで、

それを1→10、10→100の本当に大きな事業にしていく、というのが大事だと思います。 

  なぜアメリカがうまくいって日本がうまくいってないかというと、事前資料のところ

にあったとおり、アメリカのスタートアップのEXITの95％以上がＩＰＯじゃなくてＭ

＆Ａなのに対して、日本は依然として７割ぐらいがまだＩＰＯ。つまり、スタートアッ

プにとって本当に苦手な10→100まで頑張ってやっているところが多いということだと

思うんですね。そういうところは得意な事業会社に任せてください、という形ができて

くればよいと思うんです。 

  ということで、右上から左下への流れを事業会社──国もそうですよね、右上だけ、

左下だけという支援策ではなくて、その流れをつくるような。以前の委員会で沼田委員

が、0→1のところのスタートアップのシード・アーリーのところは少額のお金がたく
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さん集まるんだけれども、ミドル、レーターステージのところは全然投資しないという

問題を指摘されていましたけれども、それはすなわち、右上から左下への流れが大事だ

よということをおっしゃっていたのだと思いますので、この図は非常に大事です。その

観点で、経産省のオープンイノベーション促進税制25％控除の施策は非常に効果があ

ると思いました。以上です。 

 

○梶原委員長 

ありがとうございました。それでは、小柴委員、よろしくお願いいたします。 

 

○小柴委員 

  ありがとうございます。私は、今ずっと地政学とキャピタルマーケットと先端技術か

らいかに企業の経営をやるか、あと、国へのこういう機会でいろいろ提言させていただ

いています。そんな中で今日の発言なんですけど、まず最初に、最初に畑田さんから言

われたまとめの資料の２ページですよね、これは本当にいろいろな審議会の中の意見を

汲み上げて、いろいろなところに成果を出していただいていて、僕は非常にうれしく思

いました。ありがとうございます。 

  じゃ、その次のところで今日のところなんですけど、まずはアメリカの系統の今ベン

チマークがありましたが、アメリカと日本とのベンチマークをするときに非常に気をつ

けなきゃいけないのは、平均的な数字で見ないということで、アメリカのＳＰ500の中

で、結局７社、ＳＰ７という、マグニフィセント７、これを抜いたら日本の企業とアメ

リカの企業というのは、パフォーマンスほぼキャピタルマーケットでは一緒ということ

ですよね。 

  この７って何かというと、全てがＡＩ企業。アメリカのＡＩというのは、2012年の

トロントでの認識率の改善からまた「ＡＩ」という言葉が復活して、もう一つ偶然がつ

ながったのが、2009年のリーマンショックのときに、金融にＩＴ技術者がみんなレイ

オフされて、それでいろいろな企業に散らばっていった。これが、2015年からまさに

ＡＩと。ＧＡＦＡの売上げなんか見ると分かるんですが、2015年から成長が加速して

いるんですね。インターネット企業からＡＩ企業になった企業が、実際にはそこから出

てきたと。NVIDIAの売上げを見ていると、2015年から急速に売上げを伸ばしている

んですね。ムーアの法則をＧＰＵが補って、それでコンピュテイションパワーの力とと
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もにＡＩというものが戦力化した。 

  日本は、この変化をなかなか捉えられなかったと。それは1990年代の半導体の摩擦

があったり、そこからなかなか捉えられずに、インターネットもなかなか捉えられなか

った。したがってＡＩも捉えられなかったという状況なんですね。この中で、じゃ日本

は何するかということ。まず１つ重要なことは、アメリカのあれだけの大きな経済を７

社で支えられるという事実なんですね。だから、日本にほぼ同じような会社が２社でき

れば、日本の経済って、多分成長を支えられるんですよ。 

  ですから政策をやるときに、僕は広く浅くよりも、ここは意識されて、こういう企業

をどうやって育てるか。じゃ具体的にどうするかというと、量子技術というとどこのフ

ロンティアですかという御質問ありましたが、量子技術で言うと、今ちょうどＡＩで言

うと2015年に等しいぐらいのレベルです。ですから、2015年というのはまさに大きな

変革期であり、量子技術に関しては今まさに変革期に来て、日本は経産省がいろいろ産

総研、この局でやられた産総研の支援などが、理研においてのＩＢＭのQuantumを入

れて量子、古典の量子技術ですね、量子選定からハイブリットのコンピューティングを

つくろうとしているんですね。これからの勝負は、計算能力と計算資源なんですね。能

力だけあっても駄目なんです。資源、すなわち電気はいかに供給できるかということで、

このイノベーション小委員会、ずっと僕しつこく言っていた、日本のＡＩというのはず

っと競争力ないですよ、それは電源コストが高いからと言っていましたが、今度はコス

トだけじゃなくて、ローカルにあれだけのデータセンターに供給できるかというところ

が非常に問題になってくるんですね。 

  ですから、本当に今2015年のＡＩと一緒なので、この2023年。すなわち2033年、32

年には、今のような生成ＡＩの驚きが多分我々にも訪れるんですね。日本の産業からい

くと、これをつかまえないと絶対また同じ目に遭うわけです。ですから、次のフロンテ

ィアは何ですかというのは非常に明確に見えているので、そこら辺、要はアメリカのキ

ャピタルマーケットとかいろいろなものをよく見て、何でマーケットが強いか。要は７

社、ＡＩですね。だから、コンピューターに力を本当にフルに使っている企業がある。

日本でこれを育てる環境、こういうものをできる人を発掘するメカニズムが必要なのか

なと。 

  企業として見ると、いろいろな方たちが言われているとおり、僕は、戦略投資は必要

だなと思います。今の話からいくとちょっと瑣末になるんですが、そのときに有効な手
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だてとすると、１つは日本の会計基準をやっているところにおいて、のれん代の償却の

選択肢を増やしていただきたい。ＩＦＲＳのところは全然関係ないわけですけど、よい

企業を買うということはのれん代を引っ張ってくるので、のれん代に関して考えるとい

うのと、税制の中でパテントボックス税制だとか、今回のＧＸの税制とかって非常にラ

ンニングに対して減税していただけるというのがあったと思うんですが、それと同じよ

うに、企業にとって戦略投資＝研究開発と一緒なんですね。時間とテクノロジーを買う

ということなので。ですから、これはある意味で研究開発税制と同じような形の扱いを

していただけるといいのかななんて思います。ちょっと長くなりましたけど、よろしく

お願いします。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。ほかの方はいかがでしょうか。 

染谷委員、お願いいたします。 

 

○染谷委員 

東京大学の染谷でございます。私は今、東京大学では執行役、副学長としてスタート

アップを担当しておりますので、その周辺の感覚から少し申し上げたいと思います。 

  今日、丸さんがお話しされましたが、かなり同じような感覚を持っております。とい

いますのは、スタートアップを支援するに当たって、資金と人の両方の要素を整えてい

く必要がありますが、最近は経済産業省様をはじめ国の様々な施策によって、資金面で

は少なくとも創業までのところは相当に手が打てていると思っております。例えばイノ

ベーションを創出するための研究費もかなり潤沢になってきております。また、アイデ

アが出たら、それのプロトタイピングを行うためのギャップファンド、知財の取得をサ

ポートする。インキュベーションファシリティーも格安で入れるようになっている。こ

ういう資金面での手は相当に打てている。一方で、やはり人の部分についてはまだまだ

十分ではなく、ここがスタートアップが日本で上振れてこない一つの大きな課題である

と思っております。 

  実際に今日、丸さんがお話されていたように、50万円のシーズマネーによってこれ

だけ大きな成果を上げられているのは、資金だけでなく、それを出した後に、つなぐ人

材が必要です。大学にはこういうつなぐ人材が不足しているのではないかという問題意
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識を持っております。そういう際に、大学のスタートアップを支援したいという親切な

方は、驚くほどたくさんいるんですが、こういう方が大学などの研究の場に自由に出入

りしながら、ご支援いただけるような環境を整える必要があります。そうしないと、資

金に加えて、外からくるつなぐ人が活躍できる環境がないと、せっかくある種を十分に

活用しきることができない。 

  そういう意味で、今後より重点的に取り組むべきところは、さきほどのサイエンスブ

リッジコミュニケーターの育成、並びにこういう方が研究の場に自由に出入りしながら

活躍できるような環境を整備していくというのは、今後、レバを効かせる上でも重要と

思い、発言をさせていただきました。私のほうからは以上でございます。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。それでは、オンラインのほうから塩瀬委員、お願いいたし

ます。 

 

○塩瀬委員 

  ありがとうございます。京都大学の塩瀬です。プレゼンくださった３名の皆さんの熱

のこもったプレゼンをどう伝播させるかが、委員会として我々も重要かなというふうに

思いますので、２点お話しさせていただきたいと思います。 

 １つ目は、資料４の４ページ目、右下の部分ですけど、先ほど小柴委員のおっしゃっ

たところかと思いますが、例えば企業の超過利益率というのが新しい研究開発分野に投

資されないということについて問題提起として出された資料かと思いますが、見ていて

多分こうなるだろうなというのは容易に想像がつくといいますか、新しい分野に投資し

にくい状況が日本ではあると思います。 

  その１つは、多分雇用環境にあって、欧米企業の場合、特にアメリカの場合も、研究

者のメンバー自体が替わっている可能性が高い。それに対して、日本の場合は、そうい

う意味でいうとメンバーが替わってないとすると、どうしても近しい類似分野に再投資

されやすい。先ほど牧委員のおっしゃっていた、メンバーが替わらないと基本的には価

値の再生産にしかならないというところに向かっていくので、そこの流動化が起きない

とどうしても似たような分野に再投資されるというのは、自明の理かと思います。これ

は企業だけではなくて、多分大学も同じだし、役所も同じなのではないかなというふう
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に思いますので、産官学全てにおいてそれぞれ流動化を出さないと意味をなさず、結局

アカデミックメンバーだけが流動化させてしまっている現状では、アカデミックの中で

ぐるぐる回るだけなので、雇用不安定を生んだだけに留まってしまいます。 

  先ほど玉城委員もおっしゃっていた、博士人材にもアカデミック以外との交流機会を

在学中から増やしていくというのが一つ鍵になってくるのかなというふうにも思います

し、違う領域に越境できるようなチャンスをできるだけ若い人たちに提供できると、多

分こういう部分の問題は解決されるのではないかなというふうに思います。 

  つい最近だと、ソニーさんと日立さんが副業人材の交流、相互交流というのを動きと

してなされましたけど、そういったことが大学においても、役所・官庁においてもでき

れば、産官学で新しい分野に明るい人材を増やしていけるんじゃないかなというふうに

思います。 

  もう一点は、若い世代に対してのチャンスを増やすという点では、先ほど丸さんも、

これまでの投資の中で40歳以下の研究費をつくられているというのは、多分その一つ

だと思いますし、そういう機会はだんだん増えてきているので、それはすごくありがた

い。しかし、これについても最終的な評価者が以前のままだと、旧来の評価と同じ価値

観で新しい取り組みを評価するという無理難題になると思うので、本当は熱のある若い

人たちを評価できるように、評価システムも同時に新しくしていかないといけないと思

います。 

  例えば「技術で勝って市場で負ける」というセリフは、何十年使っているんだろうと

いうのは少し気になるところで、これが例えば初出で30年前にももし同じ言葉が出て

いたんだとすると、30年間ずっと技術で勝って市場で負けているというのを繰り返し

ていることになります。その価値の再生産をどこかで断ち切らないといけないと思うの

で、このセリフ、もうやめてもいいのではないでしょうか。そうなると、極端な話、大

学も企業も官庁もアンダー40とオーバー40でバーッと分けてもいいんじゃないかなと

いうぐらい、若い人たちへのチャンスを評価とともに新しくできたらなというふうに思

います。 

  そういう意味で、自分たちの持っている価値を外につなげるという意味では、先ほど

サイエンスブリッジコミュニケーターみたいな人たちが自由に出入りできるような環境

があればというふうに御指摘ありましたけれども、大学にもＵＲＡというリサーチアド

ミニストレーターがいて、そういう役回りが多分にできるポジションだったんですけれ
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ども、どうしてもファンドレイザーに近い形の資金集めの役回りしか現状できて以いな

い大学も少なくなくて、本当はサイエンスブリッジコミュニケーターと同じように、大

学に眠る技術を外とつなげるようなプロモーションもできるチャンスのあるポジション

だったと思うので、それが現状十分に発揮できていないのであるならば、「サイエンス

ブリッジコミュニケーター」みたいな新しい言葉の役職でもいいので、そういった人た

ちを受け入れていただきたい。その窓口は、大学には近しいポジションがあっても、産

業界や官庁にもあってほしい。 

  そうすると、お互いサイエンスブリッジコミュニケーター相当の人同士が情報交換を

してつなぎ合わせることができると思うので、現状、研究者自身が自分の技術を持って

外に出ていくってなかなかうまくいっていないので、多分つなぐということにも本当に

専門性が必要であるということをちゃんと社会として認めて、そこにポジションをしっ

かりとつくり込むということが大事なのではないかなというふうに思います。その本当

に窓口、自由に出入りできる窓口をそれぞれにいっせいのせいで置ければ、一気に動く

んではないかなというふうに期待します。以上です。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。ほかの方はいらっしゃいますか。 

  それでは、沼田委員、よろしくお願いいたします。 

 

○沼田委員 

  ありがとうございます。沼田です。私から２点ありまして、まず馬田さんのプレゼン

の中で、いろいろな政府の今までの支援策とかが割と大企業に行き渡っているケースの

ほうが多かったですね、スタートアップが使いやすい支援策ってなかなかなかったです

よね、というところは本当に共感するところでして、ちょっと飛躍しますけど、例えば

資料４の11ページで、「大企業からの技術・人材等の切り出しを含め、有効な方策は何

か。」というところも書かれていますけれども、例えば大企業に眠っている技術とか人

材を切り出していくと考えたときに、本来、例えばＶＣが支援したいようなところって

どこかというと、その企業をやめてまでこの事業やりたいと言っている人に支援したい

というケースのほうが多いんですね。そうすると、人が出ていきやすいというか、やめ

てでもチャレンジしやすいような支援策を考えたほうが、大企業に対して切り出しのメ
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リットを与えるよりも有効なんじゃないかなというふうに思っているのが１つあります。 

  ２つ目が、これも馬田さんの資料で、あ、そうなんだなと思ったんですけど、スター

トアップに支援策をある程度配分していくということを考えたときに、それを執行して

いく組織が、例えばディープテックのスタートアップ支援でも、執行団体がＮＥＤＯで

あっていいのかなというのはずっと思っていまして、今日、ＮＥＤＯの方もいらっしゃ

るので非常に言いづらいんですけど、言いづらいとはいえ、飛躍すると、例えば独立し

たスタートアップ支援専門の団体をつくって、そこにＶＣの出身者とか、いろいろな経

験して見聞きもある程度できる人を採用してしまって、その人たちが専門的にやるみた

いなふうにしていってもいいのではないかなというふうには思いました。以上です。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。ほかはいかがでしょうか。 

今いろいろコメントが出ておりますけれども、事務局側もしくはオブザーバー側で参

加されている方の御意見でもよろしいかと思いますけれども。 

 委員の方から手が挙がりましたので、まず牧委員、お願いいたします。 

 

○牧委員 

  先ほどいろいろお話しさせていただいたのであれですけれども、今回いただいている

資料の評価のメトリックがずっと変わってないなという感じがするところがあって、参

考までに私の資料の15ページに、例えば大学のイノベーション能力の測定基準みたい

なもので、スタートアップの数とか幾ら投資されたとかではなく、もう少しソフトスキ

ル的なものみたいなものを見ていかないと、能力がはかれないんじゃないかみたいなこ

とで、これをブレーンストーミング的に書いているんですけれども、ここの全体のイノ

ベーション能力なり議論のスタートとするデータの取り方を見直してみるというところ

からスタートするというのが、この問題の解決にはすごく大事なんじゃないかと思いま

したというのが１つ目です。 

  ２つ目は、水落委員にさっきおっしゃっていただいた、大企業とスタートアップの連

携みたいな話がとても大事で、どういう形の連携が一番いいのか。少なくとも日本なり

東京は、今現在も世界で最も大企業が集積している、スタートアップにとっても魅力的

なまちであることは間違いないと思うんです。ただ、そのときに、うまく連携するとい
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うベストプラクティスが全然足りていないから生かせていないとも思うので、それはど

んな方法があるのか、もしくは何がよくないのかということをもう少し議論するといい

ような気がする。 

  例えばの事例なんですけど、これあくまで一事例ですけど、ＣＶＣから投資を受ける

とＣＶＣの担当者はとても上から目線の人が多い、とスタートアップの人が言う場合が

あるんですよね。大企業から見ると少し下請けに見えてしまうみたいなマインドセット

がある。多分そういうのだとスタートアップとの連携はとてもうまくいかないと思うの

で、健全なコミュニケーションの取り方をどう変えていくかを調査してみるといいかな

というふうに思いました。 

  あと、さっきの沼田委員がおっしゃったＮＥＤＯでいいのかという話と、それも評価

委員会のバランスみたいなもので、例えば米国のＳＢＩＲや、NSFのＳＢＩＲだった

と思いますけど、10人のレビュアーがいて、７人がサイエンティストで３人がＶＣみ

たいな組合せにして、かつルールが、７人のサイエンティストが全員賛成したら、そん

なものはイノベーションじゃないから落とすというのと、ＶＣが１人は賛成しないと絶

対にコマーシャライズできてないから通さない、みたいなチームの仕組みをもう少し実

装するだけでも大分変わるだろうなとお聞きして思いました。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。それでは、引き続きまして、水落委員お願いいたします。 

 

○水落委員 

  提示いただいた論点のほかに、量的なものだけじゃなくて質を上げるという論点があ

ったと思うんですね。イノベーションの質を上げるに当たって、インドの会社法が効果

を発揮しているという話があります。Xiborgというアスリートの義足をつくって非常

にいいことをやっていらっしゃるスタートアップの社長さんから、インドから助けても

らっている、というお話を聞いたんです。2015年にインドで新会社法というのが施行

されて、純資産、総売上高、あるいは純利益に対して定められた条件のうち１つだけで

も満たす企業は、上場・非上場問わず、直近の３か年の純利益の平均の２％以上をＣＳ

Ｒ活動に支出することを義務付けているそうなんです。2015年から大分たっています

けど、インドにはとにかく社会に役立つことをしたいという会社がいっぱいいて、日本
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の先ほど申し上げたスタートアップもインドから支援を受けることができている、とい

う話です。日本企業にも２％の義務を課してくださいと言っているわけではないんです

が、何らか、サステナビリティであったりインクルージョンであったりダイバーシティ

であったり、そこのところの重要性は誰も疑わないんだけれども、いざ具体的にという

ところがまだまだ弱く、それがイノベーションの質というところを高めることになって

ないんだとすると、インドの会社法というのが、案外ヒントになるのかなと思いました。

以上です。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。 

 それでは、オンラインのほうから小川委員が手を挙げていらっしゃるので、お願いいた

します。 

 

○小川委員 

  ありがとうございます。参加が遅れまして申し訳ありません。今までの皆さんの御発

言を伺っていないので、かなり重複してしまうところもあると思いますが、いただいて

おりました論点につきまして一通り意見を申し述べたいと思います。 

  まず、論点１、研究開発の量的拡大、質的拡大のところですが、様々なデータをお示

しいただき大変感謝をします。他方、少しそのデータの中身、見せ方について気になる

ところもございまして、もう既に御指摘があったかもしれませんが、特に企業の研究開

発投資の比較について、昨今、会員企業から海外に研究開発拠点を新設・増設されてい

るという話をよく聞きます。そういったところがこのデータの中にどのように含まれて

いるのか、あるいはもしかするとカウントされていないのかというところが若干気にな

りました。 

  もちろん国内に研究リソースを残すように努力されているというところもありますが、

市場に近いところで研究開発をするとか、そういったトレンドが最近見られるところに

は留意が必要かと思って、さらにその辺りの加味したデータもいただければと思いまし

た。 

  それから研究開発効率のところで少し気になったのが、５年後に付加価値がという話

になっているようですが、ディープテック領域のことを考えると、果たして５年後にそ
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れが反映されるのかといった辺りも気になりました。 

 それから質的な拡大だけでなく、やはり諸外国の研究開発投資の額との比較も考えま

すと、量的拡大のところも引き続き重要になってくると思います。 

 それから、大企業のイノベーションがあまり進んでいないという実態もお示しいただ

いていますが、少し乱暴な言い方をしますと、大企業に対しては研究開発税制ですとか

イノベーションボックス税制ですとか、その他様々な政策的な支援は相当打たれている

と思っています。そうした中で新規事業を新たな本業の軸とするための積極的な研究開

発投資が見られていないというのは、すぐれて企業の事業戦略、経営戦略の域の問題だ

と思っています。実際に経団連が去年の11月に会員企業に対して実施したアンケート

でも、これまでのトレンドと比べても、今後研究開発投資を増やしていくという回答が

かなり伸びております。また中長期のリスクとしても、事業環境の変化に応じて新規事

業の軸を生み出していかなくてはいけないというところは、非常にリスクと捉えられて

います。長いデフレを脱しようとする中で、企業としても研究開発投資をより積極的に

していかなくてはならないという姿勢は見えてきておりますので、基本的には大企業に

ついては自主努力なのだろうと思います。それよりは、後ほど申し述べますけれども、

なかなかパスが詰まって、うまく発展していかないスタートアップのほうにより注力す

べきではないかと私としては思っております。 

  それから技術・アイデアを新たな価値につなげる事業化の加速のところですけれども、

こちらにつきましては、経団連でもスタートアップの振興を考える中で、この部分が今

後日本のスタートアップ・エコシステムを大きく成長させる上で非常に重要だと思って

おります。我が国にも大学をはじめとして技術の種は多く眠っていると思いますが、こ

れを実装のところにつなげるパスが詰まっている、あるいはパスがないという仮定の下

で、これから議論をしていこうとしているところでございます。これから数か月かけて

議論を深めてまいりますので、順次こちらの小委員会のほうでも共有をさせていただい

て、皆様とも意見交換をさせていただければと思っているところでございます。 

  また、その中で大企業がどういう役割を果たすべきかということですが、あまりすぐ

に大企業との連携ということを必須として結びつけないほうがいいと感じています。先

ほども御議論の中にありましたけれども、それぞれの分野、それぞれのスタートアップ

にとって大企業とどういう形で関わるのがいいのか、あるいは関わらないほうがいいの

かといったところは様々だと思いますので、あまり大企業との連携ありきの議論はしな
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いほうがいいと思っております。 

  他方、大企業の中に眠っているいろいろな技術の種をカーブアウトの形で出して生か

していくことは重要だと思っておりまして、カーブアウトと、逆にスタートアップを取

り込んで大企業の新規事業の軸とするＭ＆Ａのところについてはまだまだできていない

と思っていて、経団連のスタートアップフレンドリースコアリングでも、そこに重点的

にスコアを配分して促していこうと考えているところです。また具体的な方法について

も、会員企業に対して勉強会を開くなどして促していきたいと思っております。 

  最後は標準化のルールメイキングのところですが、ちょうど再来週、経団連としても

国際標準戦略の提言を出そうと思っておりまして、今もう最終段階に来ておりまして、

そちらのほうでまた各論については述べておりますので、次回以降共有させていただけ

ればと思っております。 

  その中で研究開発段階からも国際標準化への取り組みということは非常に重要だと指

摘をしておりまして、政府のプロジェクトだけではなくて、企業が独自に取り組む研究

開発についても、この視点を重視すべきであると提言しております。 

  また今、内閣府、経産省その他各省庁において個別の標準化のところの御支援をして

いただいていると思うんですけれども、トータルで我が国として国力を増強するために、

どのような標準化戦略を取っていくかというグランドピクチャーを描くところがなかな

かないと思います。ヨーロッパや中国が国ぐるみで大きなピクチャーを描いて戦略的に

攻めてきている中で、我が国としても政府にそういったグランドピクチャーを描いて、

各省庁の動きを統括するような司令塔が必須ではないかと思っているところでございま

す。私からは以上です。ありがとうございました。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。 

 それでは、オンライン側から手が挙がっていらっしゃいます丸代表、その後、また小

柴さんに戻っていきたいと思いますので、丸代表、よろしくお願いいたします。 

 

○㈱リバネス・丸代表取締役 

  ありがとうございます。様々な議論聞いて、非常に重要なインプットだと思います。 

 先ほど水落委員から、Ｍ＆Ａがすごく重要で、0→1はベンチャーに任せて、そこから
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大企業がちゃんと事業として育てていくのはどうかとご発言がありました。まさにこの

ラインをつくるのは非常に重要な論点だと思っております。ただ、ディープテックの領

域でのM&Aは、実は先ほどのテックプランターの仕組みの中で結構起こっております

が、あまりデータ化されてないんですね。表に出ているのを言えば、2020年にはアメ

リエフという遺伝子の会社がPHCホールディングスさんが買収し、つい最近でも、コ

ードミーという会社がエステーさんにＭ＆Ａしていただいておりこれから海外展開して

いくという事例があります。 

  ユーグレナもそうです。我々のプラットフォームから上場した会社が、実は今育って

いるベンチャー企業を買っていく事例もあり、ＡＣＳＬというドローンの会社がアイイ

ートという栃木の会社を買っています。ユーグレナは東大発のジーンクエストという遺

伝子検査の会社を買収しています。実はエコシステムはできているんですが、あまりこ

このデータが正確に取れてないのかなというのが課題かなと思っています。上場はすご

く分かりやすくていいんですけれども、Ｍ＆Ａは秘密保持義務もあるので、ベンチャー

キャピタルやエコシステムビルダー側でもかなりシークレットな状態で動いていて、こ

このデータをどう整備するかというのも、今後、このイノベーションの産業構造上にお

いて非常に重要というのが１点ございます。 

  また、塩瀬委員、染谷委員がサイエンスブリッジコミュニケーター、もしくはリバネ

ス研究費の話をしていただいて、すごく感謝しております。このリバネス研究費は、

40歳以下の研究者の申請内容に対して、30代の若い研究者がこれは面白いと若い視点

で、未来を考える視点で未来の研究者を採択し投資する仕組みにしています。その活動

そのものがイノベーションの連鎖を生みます、その人たちは同じ世代でもあり一緒に成

長していくんですよね。若手研究者の評価を若手がするというのは、我々でもその形を

つくらせていただいており、おっしゃるとおり、新しい視点で物事を捉えていく、ちゃ

んとレイヤーを考えて評価軸をつくっていく、というのは非常に重要だと聞いていて思

った次第です。以上です。 

 

○梶原委員長 

  大変ありがとうございました。それでは、小柴委員、よろしくお願いいたします。 

 

○小柴委員 
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  冒頭で畠山局長から、今、潮目が変わっていると。その潮目の変わっている一番のポ

イントというのは、やはり需給バランスだと思うんですね。特に労働環境。リーマンシ

ョック後余剰感があったのが、やっとその需給バランスが取れてきたと。そういう意味

でいうと、継続的な賃金の上昇というのはあり得る環境に来ているので、ここをどうや

って捉えるかというところだと思うんですね。そのためには、やはり日本の経済成長と

いうのが必須だと思います。 

  その中で、今日政策審議していてちょっと違和感があるのが、何を軸にするかという

ことだと思うんですね。岸田総理の言われている新しい資本主義の中で、科学技術立国

をもう一回再興しようというところで、特に量子、ＡＩ、バイオというようなことを言

われています。それから経済安全保障の中を取っても、当然３つのコンピュテーション

であり、グリーンテクノロジーであり、量子技術といわれていますけれども、その中で、

先ほど言いましたとおり、一番の転換点にある量子技術だと思うんですが、これまで内

閣府の量子技術イノベーション会議のほうでやってきましたが、ちょっと議論が偏って

いるんですね。 

  こういう議論になると、必ず出てこられる方たちは情報系の先生ばかりなんですね。

ですから、そうなると量子コンピューティング、量子暗号、量子通信というところに議

論が偏る。実は忘れてはいけないのは、世の中が電気を使い、電子を使い、量子を使う

という世界に入っているんだというところで、当然そこで一番早いのが量子暗号であり

量子コンピューティングだと思うんですが、やはりバイオロジーの重要性というのは非

常に大きいと思います。 

  ですから、今、経産省、この産業技術環境局に量子の責任というか担当が落ちている

中で、次のフロンティアは何かといったときに、我々は量子コンピューターを使うわけ

ではない、量子インターネットを使うわけではない、要は量子という効果を我々が使え

るように近づいてきているんだと。それが核融合であり量子バイオであるような、言わ

れるような合成バイオの分野と。こういう形である程度整理をして、日本の安全保障に

とって今一番何が重要なのか。また、日本の経済を動かすのにどれだけ大きなものがで

きるのかということで、その中で私は本当に、何かおべっか使うわけじゃないんですが、

半導体のところでも５Ｇの企業を使って国が大きな投資をして、それで市場をつくり、

また今回のＧＸ推進法、これはまたすばらしい方針を。あの財政の仕組みを聞いた瞬間、

すごくよくできているなと思ったんですが、何十兆という10兆レベルのものを国がま
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ず出すという、それによってできている。例えば今の熊本の地方経済の発展だとか、こ

れから出てくるＧＸの推進の20兆円、今年２兆円ぐらいでしょうけど、ああいう形で

産業をつくっていくと。今、我々日本が必要なのは、数兆円単位の大きな投資になって

きているんですね。そうなってきたときに、次の玉をどこでつくっていただけるのかな

と。 

  私は、本当に自分のキャリアの中で、国のお金なんかもらうのは恥だみたいに思って

いたようなところがあったんですけど、でも一緒に仕事させていただくようになって、

また世界の安全保障環境が大きく変わってきた中で、国が一歩出て市場をつくってくれ

るというのは非常に大きいと思うんですね。多分今日ディスカッションしているのより

も大きなポイントがあって、政策当局にお願いしたいものとすると、ＧＸの次のその固

まり、これをどういう形で立てていただけるのか。そこで経済安全保障であり、また科

学技術立国を目指すというところで、多分ＡＩ、量子、バイオの周りだとは思うんです

けど、ぜひ次の策を期待するわけです。よろしくお願いします。 

 

○梶原委員長 

  ありがとうございました。 

馬田ディレクター、少しお時間が来ていますけれど、ぜひ御発言ください。 

 

○馬田ディレクター 

  先ほどの安全保障に絡んでというふうな観点と、牧先生のカンパニークリエーション

に絡んで、少しだけスタートアップの観点でコメントさせていただければと思います。 

  付録２のほうにつけておりますけれども、トップダウンとボトムアップ、どうイノベ

ーションを起こしていくのか、こちらに関してもアロケーションが必要なのかなという

ふうに思っています。スタートアップと関わっていて非常に思うのは、ボトムアップで

のアプローチは、確かに私たちの思考の外から来るアイデアは多いんですが、ただ小さ

なアイデアになりがちだと感じています。 

  一方で、今日本に必要な例えば安全保障の文脈だとバッテリーリサイクルとかいうふ

うな文脈があるかなというふうに思っています。ただ、バッテリーリサイクルをスター

トアップで生んでいこうとすると、ボトムアップというよりはややトップダウンのほう

が望ましいように思います。なかなかボトムアップではこうした愛では出てきません。
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ただ、ラピタスぐらいまで１社に絞る必要はないとも思っていて、リスクの高い領域で

あればやはり10社ぐらい、それなりの金額を配って意図的に特定の領域ではカンパニ

ークリエーションをしていくみたいな、そういうような国策的なスタートアップづくり

というふうなところも一つ重要になってきているのかなと思います。 

  特にＧＸ（グリーンテクノロジー）の分野だと、それぐらいのお金がないと最初の一

歩がなかなか踏み出せません。スウェーデンのバーガスというインキュベーション企業

は、まさにノースボルトとかＨ２グリーンスチールと呼ばれているような、デットを含

めてですけど2社合計で３兆円以上調達をやっているところを１社でつくっていたりし

ます。本当に国策にかなり近いレベルで、国やＥＵに必要な事業だから会社をつくりに

いくと。それをスタートアップでやるというふうな、そういう動きも見えてきています。 

  ボトムアップでうまくできる国や領域もあります。ＩＴはボトムアップのほうが機能

しそうですし、重い領域でもアメリカは挑戦者が多いのでできると思うんですが、そう

ではない国において、どのように国家に必要な次の産業をつくっていくのかというとこ

ろに関しては、国の役目がスタートアップの分野でも大きくなってくるのかなというふ

うに個人的には感じている次第です。 

 

○馬田ディレクター 

  先ほどの安全保障に絡んでというふうな観点と、牧先生のカンパニークリエーション

に絡んで、少しだけスタートアップの観点でコメントさせていただければと思います。 

  付録２のほうにつけておりますけれども、トップダウンとボトムアップ、どうイノベ

ーションを起こしていくのか、こちらに関してもアロケーションが必要なのかなという

ふうに思っています。スタートアップと関わっていて非常に思うのは、ボトムアップで

のアプローチは、確かに私たちの思考の外から来るアイデアは多いんですが、ただ小さ

なアイデアになりがちだと感じています。 

  一方で、今日本に必要な例えば安全保障の文脈だとバッテリーリサイクルとかいうふ

うな文脈があるかなというふうに思っています。ただ、バッテリーリサイクルをスター

トアップで生んでいこうとすると、ボトムアップというよりはややトップダウンのほう

が望ましいように思います。なかなかボトムアップではこうしたアイデアは出てきませ

ん。ただ、ラピタスぐらいまで１社に絞る必要はないとも思っていて、リスクの高い領

域であればやはり10社ぐらい、それなりの金額を配って意図的に特定の領域ではカン
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パニークリエーションをしていくみたいな、そういうような国策的なスタートアップづ

くりというふうなところも一つ重要になってきているのかなと思います。 

  特にＧＸ（グリーンテクノロジー）の分野だと、それぐらいのお金がないと最初の一

歩がなかなか踏み出せません。スウェーデンのバーガスというインキュベーション企業

は、まさにノースボルトとかＨ２グリーンスチールと呼ばれているような、デットを含

めてですけど２社合計で３兆円以上調達をやっているところを１社でつくっていたりし

ます。本当に国策にかなり近いレベルで、国やＥＵに必要な事業だから会社をつくりに

いくと。それをスタートアップでやるというふうな、そういう動きも見えてきています。 

  ボトムアップでうまくできる国や領域もあります。ＩＴはボトムアップのほうが機能

しそうですし、重い領域でもアメリカは挑戦者が多いのでできると思うんですが、そう

ではない国において、どのように国家に必要な次の産業をつくっていくのかというとこ

ろに関しては、国の役目がスタートアップの分野でも大きくなってくるのかなというふ

うに個人的には感じている次第です。 

 

○梶原委員長 

  どうもありがとうございました。 

 本日、委員の方々皆様から大変貴重なコメントをいただきました。お時間迫ってまい

りましたけれども、もしよろしければ、畠山局長から何かコメントがあるようであれば

お願いいたします。 

 

○畠山局長 

  すみません、途中抜けたりして失礼しましたけれども、本当にありがとうございまし

た。多岐にわたる御意見いただきまして、我々なかなか気づきにくかった論点も含めて

提起していただいたと思っていまして、そういうところも含めて我々の中でまた検討を

重ねて、それで先生方とまた議論を深めていければというふうに思っております。 

  それから政策の面で言いますと、先ほど小柴さんからも御指摘のあったＧＸの分野と

いうのは、今、資金は相当確保できています。この分野、本当に研究開発を進めていく

ことが大事で、一方でスタートアップの動きはそれほど活発ではないです。欧米に比べ

るとそれほど活発ではなくて、政策を変えていく余地も相当あると思っています、ＧＸ

のスタートアップの分野とかですね。しかも、ここは一定程度予算制約から解放されて
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いるので、そういう意味でいろいろな施策を試すということもできるというふうに思っ

ておりまして、そんな発想でも取り組んでいきたいと思いますので、まずはＧＸで試し

てみて、それを一般展開するとか、そういうことも可能だと思いますので、そういうこ

とも視野にさらに議論を深めていきたいというふうに思います。 

  本当に今日はありがとうございました。引き続きよろしくお願いをいたします。 

 

○梶原委員長 

  それでは、最後に、事務局から連絡事項について御案内をお願いいたします。 

 

○畑田総務課長 

  本日は、御審議いただきまして大変ありがとうございました。 

 今日いただいた御議論の議事録については、近日中に事務局で作成の上で皆様に確認を

いただくというプロセスにさせていただきたいと思います。 

 次回以降につきましては、３月に第２回、４月に第３回というイメージで議論を継続

させていただければと思っておりまして、具体的な日程については、改めて御相談・御

案内させていただきたいと思っております。よろしくお願いいたします。以上です。 

 

○梶原委員長 

  委員の皆様におかれましては、本日はお忙しい中お集まりいただきまして、大変あり

がとうございました。これにて終了させていただきます。ありがとうございました。 

 

                                 ──了──   


